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概 要 

近年における情報技術（IT）の革新は、各種情報の保管・加工・伝達のあり方および

そのコストに革命的な影響を与えている。このため、それは企業の組織や取引形態を大

きく変えつつある一方、マクロ経済の効率性を向上させているとの議論が増えている。

本稿では、まず IT 革新のマクロ経済的影響およびミクロ経済的動向につき、近年の研

究を幅広く展望することによって論点を整理し、評価を加えた（第１部）。次いで、日

本における情報化の地域間格差の有無とその背景につき実証分析を行った（第２部）。 

まず第 1 部では、IT 投資の増大にもかかわらず、経済統計上は生産性の上昇がみら

れない、という事態が 1980 年代後半に米国で発生したことを指摘した。この一種の矛

盾（生産性についてのいわゆるソロー・パラドクス）は、その後の米国 GDP 統計の改訂

（それにより生産性向上が統計的にも確認された）により解消した。日本に関しても従

来から同様の問題があり、それは統計の改訂によって幾分改善されたが、その改訂が不

完全にとどまる一方、観察される生産性上昇効果も比較的小さいものにとどまっている。

企業活動に着目すると、IT 化は人・物・組織のコーディネーション過程を電子化する

ことによって組合わせの自由度を増やす一方、そのコストを大きく低減させる。その結

果、企業の組織構造の変化（モジュール化・専門化・小組織化）をもたらす。一方、IT

化は、情報量の爆発的増大によって情報検索コストが増大するという問題を持つ。また

IT 特有の性質（ネットワーク外部性、高い固定費用とゼロに近い限界費用）によって

市場に自然独占的な傾向をもたらす。さらに、IT 化が進む場合、享受できる便益は IT

化進展度合いによって相当異なる面があり、このため各経済主体間、地域間、あるいは

国家間で相当大きな差異がみられる。今後、日本企業にとっては組織構造の転換促進、

コンテンツ産業の重視が、そして政府にとっては IT 関連統計データの充実、知的財産

権保護に関する法制度整備などがそれぞれ課題である。 

第 2 部では、日本における情報化（IT 化）の経済効果は、地域間でどのような差異



がみられるかに関して計量経済学的な検討を行った。IT 革新ことにインターネットの

普及は、情報の送受信における地理的制約を解消する効果を持つ。このため、情報面あ

るいは取引コスト面で従来大都市圏よりも不利な立場に置かれていた地方経済にとっ

て、IT 革新は有利に作用する。一方、IT 化は経済機能を大都市圏から地方に分散化さ

せ、地域経済を活性化させる面を持つ。このように、IT 化は大都市圏と地方に対して

異なった影響を与え、また両者の関係を大きく変化させる力を持っている。ここでは、

IT 化の地域別影響の差異がどのようなものであるかを定量的に分析するため、地域産

業連関表を用いて全国 9 地域における情報化投資額および情報資本ストックを独自に

算出し、それをもとにコブ＝ダグラス型生産関数および労働需要関数を推計した。その

結果、情報化投資の面で先行する首都圏においては、既存労働者の労働生産性を向上さ

せる（効率化する）効果が強いのに対して、地方圏における情報化は、労働者を IT 機

器が代替する効果（つまり雇用削減効果）が比較的強いことが判明した。このことから、

IT 化が経済にもたらす影響には、二つの段階があると考えることができる。第一段階

は、パソコン等 IT 機器の導入で人手作業が減少する（雇用削減効果ないし労働代替効

果が強く現れる）局面である。そして第二段階は、ネットワーク化やより高性能なパソ

コン等の導入によって、本支社間の情報共有の度合いや労働者のパソコン利用効率が向

上する（効率化効果が強く現れる）局面である。したがって、IT 化の進展に伴い、地

方圏では、雇用代替に伴う失業に対応するための雇用政策（雇用面でのセーフティネッ

ト構築）が重要であり、一方首都圏では、より高速な通信回線の整備、労働者の IT ス

キル向上などが当面重要な政策課題になる。 

 

キーワード：情報技術革新、労働生産性、全要素生産性、モジュール化、知的財産権、
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はじめに 
 

 近年における情報技術（IT）の革新は、各種情報の保管・加工・伝達のあり方および

そのコストに革命的な影響を与えている。このため、それは企業の組織や取引形態を大

きく変えつつある一方、マクロ経済の効率性を向上させているとの議論が増えている。

本稿では、まず IT革新のマクロ経済的影響およびミクロ経済的動向につき、近年の研

究を幅広く展望することによって論点を整理し評価を加えた（第 1 部）。次いで、日本

における情報化の地域間格差の有無とその背景につき実証分析を行った（第 2部）。 

 なお、第 1部は、赤野滋友が執筆し、第 2部は、加藤卓也が執筆した。 
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第 1部 
 

情報技術革新が経済にもたらした影響 
－これまでの実証分析の整理と評価－ 
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第１章  はじめに 
 
 情報技術（Information Technology, IT1）革新は、個々の企業の経済活動から経済シ

ステムひいては社会全体のあり方にまで大きな変化をもたらした。これらの変化のマク

ロ経済的な側面からの評価は、まだ変化の期間が短く、データが不足しているため、不

確実な部分が多く断言することはできない。2001 年のアメリカに端を発する世界的な

IT株価の大幅調整局面入り2や、IT関連投資の減少等の要因は、当初「ニュー・エコノ

ミー」論者が主張していたような IT革新の効果は思ったより少ないのではないか、と

いう印象を与えた。しかし、米国経済は ITバブル崩壊後、設備投資・在庫投資・生産

の急速な調整が見られ、景気後退は比較的短期に終った。また、IT バブル崩壊による

不況にも関わらず、米国の労働生産性3は高い伸び率を示している。このように、最近

における IT活用の成果は、まだ景気の上昇・後退というサイクルを通して観察された

ものではないだけに適切な評価をくだすにはもう少し時間が必要とされる。4 

 一方、IT革新のミクロ経済的な影響は比較的研究が進んでおり、IT化が企業の経済

活動を根本から変え、構造的な変化をもたらしていることが実証されている。また、IT

化がもたらした経済の変化が消費者に効用をもたらしていることもいえる。例えば、IT

は代替の弾力性と一般利用性の高い技術であるため消費者は安価で質の良い製品を買

うことができる。ムーアの法則5に見られるように、コンピュータの発展は急速なもの

である。そのため、技術革新が起こり、新しい製品が開発されるまでの期間が非常に短

                                                  
1 IT（情報技術）あるいは ICT（情報通信技術）という言葉は、コンピュータ（ハードウェア・
ソフトウェア）、事務用機器、通信機器を想定して用いている。IT投資に含まれる機器の詳しい
定義は脚注 14を参照。また、本論文では、IT化、情報化、電子化をほぼ同義の意味で用いてい
る。 
2 「ニュー・エコノミー」論に代表されるように、ITに対する過剰な期待が IT関連株に投機的
な資金流入をもたらした。そして、2000年後半のナズダック市場の株価暴落により、いわゆる
「ネット・バブル」が崩壊し、世界的な IT不況を起こす結果となった。 
3 労働生産性は、（総付加価値額）÷（雇用者数）で求められる。これは労働者１人に対してど
れだけの付加価値を加えることができているのかを見る指標である。単純にいえば、「能率」と
いってよい。 
4 米国商務省（2002）では、IT投資が生産性の上昇に結びつくことに否定的な意見を述べてい
たノーベル賞学者のソローが、2000年当初に「（1995年以降の）生産性上昇の持続性について
は、景気後退を一度乗り越えた後に判断したい」と述べたことに注目している。 
5 Intelの共同設立者である Gordon Mooreは、Intelマイクロプロセッサ１チップあたりの能力
が 18ヵ月ごとに 2倍になっているという法則を見つけた。この経験則のことをムーアの法則と
呼ぶ。 
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くなり、製品の入れ替わりが頻繁に起こることでより安価な製品の普及を促す。このよ

うな代替の弾力性という ITの性質は、質の良い製品を多くの人々に供給するという良

い面がある。 

 本論文では、情報技術革新（IT化）が経済にもたらした影響を俯瞰的に眺めた上で、

日本経済が IT化による恩恵を受けるためにはどのようなことに注意すればよいのかと

いう含意を導き出す。以降第２章では、マクロ経済学的な視点から、情報技術革新が経

済成長に寄与していることを日米の実証分析を整理しながら示す。第 3 章では、IT 化

が経済システムの構造的な変化をもたらしていることを企業組織と産業構造の変化に

焦点を当てて説明する。第４章では、IT化によるマイナス面に目を向けて、ITの影響

が必ずしも良い結果ばかりをもたらしているわけではなく、正負の両面を持っているこ

とを示す。第５章では、米欧の IT化と経済成長に関する実証分析を踏まえた上で、IT

革新が経済に与える影響は、その地域の置かれている環境、そして時間的要因によって

大きく異なるものであることを指摘する。第 6 章では、結論として、IT 化の経済効果

に対する評価とこれからの方向性について議論する。 
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第２章  ITのマクロ経済的影響 
－情報通信技術（ICT）投資の効果に関する日米実証分析の整理6 

 
２．１ 問題提起－ソローの「生産性パラドクス」7 
「生産性パラドクス」とは、膨大な IT投資が統計上、生産性上昇につながっていな

い状況のことをいう。新古典派経済成長論の確立に多大な貢献をしたロバート・M・ソ

ローは、1987年 7月 12日付のNew York Times Book Review誌上で “You can see the 

computer ages everywhere but in the productivity statistics.” と主張した。これが、

その後いわゆる「ソローの生産性パラドクス」あるいは「IT 生産性パラドクス」とし

て広く知られることになった問題である。ソローの指摘以後、米国では生産性パラドク

スについての研究が数多くなされ、実際に IT投資と生産性の間には明確な関係はない

という実証結果がいくつか報告されている。 

IT 化の影響が統計上に現れない理由として３つの説が考えられる。第１に、統計デ

ータが IT資本を的確に計測できていないという統計不備説である。第２に、IT資本の

資本ストック全体に占める割合がまだ小さいという資本蓄積過少説である。第３に、IT

投資が生産性上昇につながるには時間がかかるという IT革新の効果波及の時間的ラグ

説である。 

統計不備説に関しては 2.2節以降で詳しく論じるので、ここではまず、資本蓄積過少

説について触れる。この仮説は、たとえ IT投資が高い収益率をもたらすものだとして

も資本ストック全体からみれば割合が小さいためマクロ経済に対してそれ程影響を与

えないということである。Oliner and Sichel (1994) は、成長会計8を用いた実証分析に

よってコンピュータ投資の経済成長に対する寄与率が小さいことを示している。理由と

して、コンピュータの減価償却期間が短いため、他の投資に比べて資本ストックの累積

                                                  
6 この章の意見は、西村・峰滝・白井・黒川（2002）の指摘に拠っている。特に 2.3節の内容
はこの論文に依拠している。 
7 この節は、熊坂・峰滝（2001）と松下（2000）を参考にした。 
8 成長会計とは、経済成長の源泉を「資本ストックの増加」・「労働人口の増加」・「技術進歩」
の３つの要素に分解する分析手法である。成長会計では、「技術進歩率」は直接計測することが
難しいため、（技術進歩率）＝（経済成長率）－｛（資本ストックの増加率）＋（労働人口の増加
率）｝として求める。そのため、「技術進歩率」は、資本と労働では説明できない経済成長の要因
をすべて含めるため、全要素生産性（Total Factor Productivity, TFP）の上昇率として捉えら
れる。また、成長会計を確立したソローの名をとって「ソロー残差」とも呼ばれる。 
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が少なく、資本ストック全体に占める割合が小さいことから、その効果は限定的である

ことを挙げている。この仮説の反論として、実証分析が行われた当時と比べると現在は

IT投資量が格段に増加していることがいえる。 

 つぎに、IT効果波及の時間的ラグ説について考察する。この仮説は、企業が IT技術

を導入したとしても、IT 技術を生かせる人材・ノウハウを育成しなければ、なかなか

IT 化の効果が現れないということである。たしかに、人材・ノウハウの育成は金銭的

な投資だけでなく時間的な投資も必要なため、この仮説は説得的であるように思われる。

ただ、近年は IT化によって米国の潜在成長率トレンドの伸びが統計上にも現れてきて

いるので、今後の課題として人材育成のための教育投資の必要性を示唆しているものと

捉えた方がよい。 

 

２．２ 米国の GDP統計改訂による生産性上昇の顕在化 
 2.1節で述べたように、「生産性パラドクス」についてこれまで様々な議論が交わされ

たが、現在、IT 革新は労働生産性の上昇に寄与したというのが米国での一般的なコン

センサスになっている。例えば、最近発表された米国商務省の調査報告書である Digital 

Economy 2002では、「不況期に力強い生産性の伸びが続くことは、アメリカ産業が、

過去ならびに現在の IT機器、ソフトウェアとサービス、関連した技能向上に対する投

資によって恩恵を受け続けていることを意味する。実際、これらの産業が将来のアメリ

カの経済的基盤を構築し続けることによって、ニュー・エコノミーの便益を実現してい

るといってよい。」（邦訳 20ページ）と述べられている。 

1999年 10月に米国で行われた GDP統計の大幅な改訂、具体的には IT革新の影響

をより正確に計測したデータ作成方法の導入によって、労働生産性のトレンドが上昇し

ていることが確認され、その結果「生産性パラドクス」の問題は解決することになった。

GDP 統計改訂での特筆すべき改善点は二つある。第１に、企業のソフトウェア支出が

設備投資として GDP統計に新たに加えられた点である。従来、ソフトウェア支出は中

間投入としてしか扱われていなかったため、ソフトウェア支出を反映させた IT革新全

体の効果を正確に計測することができなかった。第２に、IT 財の価格低下をより強く

反映するヘドニック指数という新しい価格指数算定方式を IT財、特にハードウェアに

適用することになった点である。新データでは（実質）IT 投資が急増しているが、そ
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の大きな要因として IT財、特にハードウェアの価格の急激な低下が挙げられる。9 そ

れでは、2.3節で実際に米国の実証分析を詳細に見ていくことにする。 

 

２．３ 米国経済成長の実証分析の整理 
 まず、GDP 改訂以前と以降における米国の経済成長の実証分析を比較する。米国の

ITと生産性の分析に関する代表的な研究者である Jorgensonらの成長会計を用いた実

証分析を見ていくことにする。 

 
 
表２－１：ジョンゲルソンらによる米国の経済成長分解（1999年前のデータ）
 

  1948～1973 1973～1990 19

GDP 成長率（a＋b＋ｃ） 4.020 2.857 2.363 

資本サービスの寄与（a1） 1.073 0.954 0.632 

コンピュータ以外 1.049 0.845 

コンピュータ 0.025 0.109 

耐久消費財サービスの寄与（a2）0.550 0.426 0.282 

コンピュータ以外 0.550 0.414 

コンピュータ 0.000 0.012 

労働の寄与（b） 1.006 1.145 1.219 

全要素生産性（TFP）の寄与（c） 1.391 0.335 0.231 

（原資料出所）Jorgenson and Stiroh（1999）,Table2 

（注）西村･峰滝･白井･黒川（2002）表 1－1から作成。 

    1948～1973 年期間と 1990～1996 年期間における資本サービスの寄与とコンピュー

ュータ以外の合計値が一致しないのは誤差によるものだと思われる。 
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9 これは、（名目投資）÷（価格）＝（実質投資）であるから、名目投資量が同じで
格が低下すれば実質投資量が増えるということである。 
（単位％） 

90～1996 

0.510 

0.123 

0.242 

0.040 

タ・コンピ

あっても価



GDP改訂前のデータを用いた表 2－1からは２つの結果が読み取れる。第１に、GDP

成長率に対する IT資本（ここではコンピュータ）の寄与はそれほど高くない。第２に、

IT技術の発達と普及にも関わらず、全要素生産性の寄与が低下していることがいえる。

これらの結果からいえることは、IT資本ストックの影響はそれほど大きくなく、IT技

術進歩に伴う全要素生産性の上昇も見られないということである。10 

 

表２－２：ジョンゲルソンによる米国の経済成長分解（GDP統計改訂後のデータ）（単位％） 

  1948～1973 1973～1990 1990～1995 1995～1999 

GDP 成長率（a＋b＋c） 3.99 2.86 2.36 4.08 

IT 資本サービスの寄与（a１） 0.16 0.40 0.48 0.99 

コンピュータ 0.04 0.20 0.22 0.55 

ソフトウェア 0.02 0.08 0.16 0.29 

通信機器 0.10 0.12 0.10 0.14 

非 IT 資本サービスの寄与（a２） 1.77 1.05 0.61 1.07 

労働の寄与（b） 1.13 1.16 1.03 1.27 

全要素生産性（TFP）の寄与（c）0.92 0.25 0.24 0.75 
（原資料出所）Jorgenson（2001）],Table6 

（注）西村･峰滝･白井･黒川（2002）表 1－2から作成。 

  1948～1999 年期間における GDP 成長率が資本、労働、TFP の合計値と一致しないのは誤差に
よるものだと思われる。

これに対して、GDP改訂後のデータを用いた表 2－2では、分析手法は同じであるに

も関わらず、対照的な結果が出ている。第１に、計測期間が 1999年に伸びたことによ

り、以前に比べて、1995～1999 年期間においては IT 資本の寄与が顕著に認められる

ようになったことである。 

                                                  
10 全要素生産性と労働生産性の関係を十分に理解しておく必要がある。全要素生産性とは、生
産に対する寄与のなかで、中間投入・労働・資本の量的な寄与以外のすべての要因を含んでいる。
言い換えれば、全要素生産性には、労働生産性・資本生産性・技術進歩の他、法律や規制などの
制度的要因まで含まれる。つまり、労働生産性（労働の質・能率）は全要素生産性の中に含まれ
るということである。 
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さらに、表 2－3を見れば明らかなように、1995年以前の結果も GDP改訂前と比べ

ると IT 資本の寄与が高いことがわかる。第２に、1995～1995 年の期間において、全

要素生産性の上昇が統計上に現れはじめていることがいえる。しかし、「ニュー・エコ

ノミー」論者が主張するような全要素生産性の劇的な上昇は見られていない点に注意す

る必要がある。 

 

表２－３：GDP統計改訂（1999年）前後の米国経済成長分解の比較       （単位％） 

  1948～1973 1973～1990 1990～1995 1995～1999 

  A B A B A B B 

GDP 成長率（a＋b＋ｃ） 4.02 3.99 2.86 2.86 2.36 2.36 4.08 

IT 資本サービスの寄与（a１） 0.03 0.16 0.10 0.40 0.12 0.48 0.99 

非 IT 資本サービスの寄与（a２） 1.05 1.77 0.84 1.05 0.51 0.61 1.07 

労働の寄与（b） 1.00 1.13 1.15 1.16 1.21 1.03 1.27 

全要素生産性（TFP）の寄与（c） 1.39 0.92 0.34 0.25 0.23 0.24 0.75 

 

（原資料出所）推計 A（GDP統計改訂前の推計）は、Jorgenson and Stiroh（1999）に、 

推計 B（GDP統計改訂後の推計）は、Jorgenson（2001）に拠る。 

（注）西村･峰滝･白井･黒川（2002）表 1－1と表 1－2から作成。 

 
つぎに、IT 革新が労働生産性の上昇に寄与している証拠として、最近行われた３つ

の実証結果を見ていくことにする。表 2－4 を見ると、どの論文を見ても IT 資本の寄

与は質・量ともに大きな差異は見られない。計測手法が異なっていても、IT 資本の急

速な増加が労働生産性上昇に大きく寄与したという実証結果が変わらないという事実

は、IT革新のプラス効果を強く支持しているものだといえる。ただし、IT資本の寄与

以外では、３つの論文の結果は食い違っている点を頭に入れておかなければなない。非

IT資本の寄与については、Oliner and Sichel（2000）と Baily and Lawrence（2001）

は負の影響を得ているのに対し、Jorgenson, Ho and Stiroh（2001）は正の影響を得て

いる。逆に、労働の寄与に関しては、Jorgenson, Ho and Stiroh（2001）は正の影響を

得ているのに対して、他の２つの論文は負の影響を得ている。以上のことをまとめると、
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IT 資本の寄与に関してはコンセンサスが得られているが、その他の点については慎重

な検討が必要であることがわかる。 

 

表２－４：直近三研究の比較、1973～1995年期間と 1995～2000年期間の変化率の差（単位％）

  

Oliner and Sichel 

（2000） 

Baily and 

Lawrence（2001） 

Jorgenson, Ho and 

Stiroh（2001） 

労働生産性上昇率（a＋ｂ＋ｃ）11 1.08 1.26 0.92 

資本の寄与（a） 0.34 0.44 0.52 

IT 資本 0.59 0.59 0.44 

非 IT 資本 -0.25 -0.15 0.08 

労働の寄与（ｂ） 0.04 0.04 -0.11 

全要素生産性（TFP）の寄与（C） 0.72 0.82 0.51 

IT セクターの寄与 0.47 0.18 0.27 

 非 IT セクターの寄与 0.25 0.64 0.24 

 

 

（原資料出所）Baily（2002）,Table2   
（注）西村･峰滝･白井･黒川（2002）表 1－4から作成。
 

最後に、IT 革新の影響が各産業に対してどのように波及しているのかを見ていくこ

とにする。Stiroh（2001）は、産業別データを用いて、IT 集約度と労働生産性上昇率

との関連を分析している。具体的には、Bureau of Economic Analysis の産業別 GDP デ

ータを用いて、IT 生産産業と IT 利用産業12、その他の産業の３つに区分して、IT が労

働生産性上昇にどのように関連しているのかを見ている。表 2－5 を見ると、結果とし

て２つのことがいえる。第１に、ほとんどの産業において 90 年代後半に労働生産性の

上昇が見られる。第２に、その他の産業と比較して IT 生産産業、IT 利用産業の生産性

                                                  
11 Oliner and Sichel(2000)と Baily and Lawrence(2001)における労働生産性上昇率の値が資本、
労働、TFPの寄与の合計値と一致しないのは何らかの誤差によるものと思われるが、いずれの
論文も労働生産性の上昇率の値を（a＋ｂ＋ｃ）として捉えている。 
12 Stirohは、全 61産業のうち IT生産産業を「一般機械器具製造業」・「電気機械器具製造業」、
IT利用産業を IT資本のシェアが平均以上の 26産業と定義している。ITを利用している非製造
業として、金融業、保険業、卸売業、小売業、サービス業などが含まれる。 
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上昇率が高いことがいえる。このことは、米国において、IT 製造業だけでなく、IT を

広範囲に利用している非製造業においても労働生産性の上昇が強く見られることを示

している。 

 

表 2－5：産業別労働生産性上昇率の変化 

（1987～1995年期間と 1995～2000年期間の比較） 

  変化率差（％） 

集計労働生産性上昇率 1.30 

産業別労働生産性上昇率 1.17 

IT 生産業 0.22 

IT 利用産業 1.16 

その他の産業 -0.21 

産業間労働配分効果 0.13 

 

（原資料出所）Stiroh（2001）,Table６ 

（注）西村・峰滝・白井・黒川（2002）表 1－6から作成。 

 

２．４ 日本の IT化に関する実証分析とその教訓13 
 まず、日本の IT 革新の効果に関する実証分析の問題点として、米国に比べて IT 革

新の効果を適切に分析するための体系的な統計データが整備されていない点が指摘で

きる。米国では、前節で述べたように、統計データの整備が積極的に進められているた

め14、信頼性のある IT 効果の実証分析が盛んに行われている。一方、日本ではデータ

                                                  
13 この節は、西村・峰滝・白井・黒川（2002）の第 1章３節を参考にしている。 
14 1999年の GDP統計改訂前では、米国はハードウェアのコンピュータ機器だけを情報通信機
器として捉えていた。具体的には、（１）コンピュータおよび関連機器（Computers and 
peripheral equipment）、（２）オフィス用機器（Other office equipment）、（３）複写および関
連機器（Photocopy and related equipment）、（４）通信機器（Communication）、（５）装置
（Instrument）の５つを IT資本（コンピュータ）として捉えている。GDP改訂後は、それま
での「コンピュータ・ハードウェア」に加えて、「電子通信機器」と「ソフトウェア」が IT資
本として計測されるようになった。「電子通信機器」は家庭用音響映像機器、電話・電信装置、
無線・テレビ通信機器である。「ソフトウェア」はコンピュータ・プログラミング、パッケージ・
ソフトウェア、コンピュータ化されたシステム設計、コンピュータ処理とデータ整備、情報検索
サービス、コンピュータ保守と整備、コンピュータ関係サービスである。 
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の不足により、信頼性のある実証分析はさほど行われていないのが現状である。2000

年 10月に、日本の GDP統計も 93SNA基準に改訂され、企業のソフトウェア投資が算

入されることになった。しかし、日本のソフトウェア投資の定義は米国のそれに比べる

と部分的である。具体的には、米国でのソフトウェアの分類は、「他者委託」・「パッケ

ージ･ソフトウェア」・「自社開発」から成り立っている。一方、日本のソフトウェアの

分類では、「他者委託」のみが適用され、「パッケージ･ソフトウェア」と「自社開発」

は中間投入として捉えられている。また、IT 財の価格データについても米国のように

IT 財価格低下の影響をより強く反映した算出方式が用いられていない。このような統

計データの問題点の克服が日本の IT効果実証分析の前提といえる。 

 

 表２－６：IT資本の経済成長に対する寄与の日米比較          （単位％） 

  日本（1972-1995 年） 米国（1970－1992 年） 

実質 GDP 成長率（a＋ｂ＋ｃ） 3.56 2.77 

資本の寄与（a） 2.10 1.31 

情報化資本 0.31 0.31 

コンピュータ 0.12 0.16 

非情報化資本 1.67 0.84 

労働の寄与（ｂ） 0.22 0.95 

全要素生産性（TFP）の寄与（ｃ） 1.35 0.67 

（原資料出所）米国に関しては、Oliner and Sichel(1994)に拠る。 

（注）都澤（1998）図表 16から作成。 

 それでは、IT 革新の効果に関する日米比較の実証分析である都澤（1998）15の結果

を見ていくことにする。表 2－6から２つの結果を読み取ることができる。第１に、コ

ンピュータの寄与率のみに着目すると米国の方が高い。第２に、日本では情報化資本の

寄与よりも非情報化資本の寄与の方が格段に高い。これらの結果から、1998 年当時に

おいては、日本は IT革新の効果を認識していなかったため、情報化投資よりも非情報

化投資を積極的に行い、IT資本が蓄積されていなかったため、IT革新の効果は目に見
                                                  
15 都澤（1998）では、アメリカのデータに倣って、産業関連表から著者自身が IT資本の定義
を行っている。著者はこれからの課題として IT資本の体系的な統計データ整備の必要性を訴え
ている。 
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えて現れてこなかったことがいえる。 

つぎに、成長会計以外の実証分析として、日本における IT の外部性16検証の分析に

触れる。西村・峰滝・白井・黒川（2002）は、パネル分析を用いて、各産業間の技術

進歩率に対する IT資本と非 IT資本の寄与の度合を比較している。結果を述べると、製

造業に関しては IT資本ストックと技術進歩に正の関係が見られたが、「電気機械産業」

を除いた製造業では、IT 資本と技術進歩の相関関係が消滅した。また、非製造業にお

いても、IT資本と技術進歩の正で有意な関係は見られなかった。結論として、「ニュー・

エコノミー」と呼ばれるような多くの産業の全要素生産性を向上させるという ITの外

部効果は日本ではまだ見られないことがいえる。 

 最後に、IT革新の効果に関する実証分析を日米で対比した表2－7を見ることにする。

表 2－7 を見てわかることは、米国では IT に関する実証分析が盛んに行われ、統計デ

ータも整備されたことで、IT が実体経済にプラスの影響を与えていることが実証的に

証明されている。一方、日本では統計データ整備の遅れからそれ程有用な実証分析が行

われていない。実証研究の少なさは、実体経済に対する洞察を欠くことになり、結果的

に米国のように IT革新のプラス面を引き出すことを困難にさせている面があるともい

える。表 2－7からわかるように、ITのインパクトを過少評価したことが現在の日米の

成長率ギャップをもたらしている一つの要因であることは否めない。このように、実体

経済を客観的かつ俯瞰的に分析するマクロ実証分析が行われなければ、どのような対策

をとれば経済を活性化させることができるのかが見えてこない。実証研究と実体経済の

相互作用的なリンクを十分に認識した上で、国家的に統計データを積極的に整備すると

ともに実証研究を後押ししていくことが今後の日本の課題である。 

 

 

 

                                                  
16インターネットのように、ネットワークが広がれば広がるほどその利用価値が高まる効果を
「ネットワークの外部性」もしくは「ITの外部性」と定義する。西村・峰滝・白井・黒川（2002）
では IT製造業だけでなく、IT利用産業（金融・保険、卸売、小売等）に ITが普及することに
より生産性の上昇が見られるかを検証している。 
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分析対象

目的 

対象期間

結果 

結論 
表２－７：IT革新の効果に関する日米の実証分析の整理  

 

Jorgenson （2001） Baily （2002） Stiroh （2001） 
西村・峰滝・ 

白井・黒川（2002） 
都澤（1998） 

米国 米国 米国 日本 日本 

米国の経済成長率 

分解（新データ版） 

[1973～1995]と[1995～

2000]の労働生産性上昇

率の直近三研究・比較

（新データ版） 

[1987～1995]と[1995

～2000]の産業別労働

生産性上昇率変化の

期間比較 

（新データ版） 

パネル分析による日

本の産業間における

IT のネットワーク効

果の検証 

成長会計による日米の 

経済成長比較 

1948-1999 1973-2000 1987-2000 1981-1995 1972-1995 

①1995-1999 年の期間

において顕著な IT 資

本の寄与が認められ

る。 

①三論文とも 1995-2000

年期間に労働生産性上

昇の加速を示している。 

①ほとんどの産業で

90 年代後半に労働生

産 性 の 上 昇 が 

見られる。 

①電気機器製造業で

は IT 資本ストックと

技術進歩に正の相関

間係が見られた。 

①経済成長率へのコン

ピュータの寄与率にの

み着目すると米国の方

が高い。 

②全要素生産性に関

しても、1990 年代前半

に比べ、大幅に上昇し

ている。 

②IT 以外の資本の寄与

率については相違が見

られる。 

②相対的に見て、IT

集約的産業（IT 生産

業・IT 利業）、特に IT

利用産業の上昇率が

高い。 

② 電 気 機 器 

を 除 く 製 造 業 、 

非 製 造 業 で は 

正で有意な関係は見

られなかった。 

②日本では、情報化資

本より非情報化資本の

寄与の方が格段に高

い。 

データの改訂（ソフト

ウェアの計上）とヘド

ニック指数の導入に

より、IT の経済成長に

対する寄与が統計に

明確に現れるように

なった。 

計測手法が異なってい

ても IT 資本の寄与は断

言できるが、他の資本の

寄与についてはコンセ

ンサスが得られていな

い。 

IT 製造業だけでなく、

IT を広範囲に利用し

ている非製造業にお

いても労働生産性の

上昇が見られる。 

日本においては、多く

の産業で IT の外部効

果により生産性が大

幅に上昇するという

事態には至っていな

い。 

日本は情報化資本より

非情報化資本の導入に

積極的であるため、 

IT 資本の寄与が小さ

い。IT 関連資本に関す

る統計データ整備の必

要性がある。 

（注）西村・峰滝・白井・黒川（2002）と都澤（1998）を参考に筆者が作成。 
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第３章  ITのミクロ経済的影響  
 
3.1  IT化による経済システムの転換 
 奥野・中泉（2001）では、情報技術革新が経済活動や経済組織に与えた影響を大き

く 3 点に分類している。第１に、IT 化による情報量の爆発、経済のスピード化・グロ

ーバル化、第２に、財・サービスの「デジタル財」化・「デジタルサービス化」、第３に、

電子的プログラムによるコーデネーションの補完、著者たちの定義するところの「コー

デネーションの電子化」である。17 

図 3－１：情報技術革新によるミクロ経済的影響の概観 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）       はマイナスの影響、    は今後の課題を          

示している。 

 

                                                  

情報入手・発信コストの 

劇的な低下 

財・サービス 

のデジタル化 

知的財産権・取引形態の模索 
情報量の爆発・経済の 

グローバル化・スピード化

検索コストの増大 
日本型経済システムと 

ITの補完性の欠如

モジュール化・専門化・ 

小組織化の流れ 

各経済主体の 

性」 

解決 

「情報の非対称

の問題

日本企業の構造的転換 

コーディネーションの 

電子化 

情報技術革新 
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17 これらの点を含め、IT化のミクロ経済的な影響とその対応をまとめると図 3－1のように整
理できる。奥野・中泉（2001）と西村・峰滝・白井・黒川（2002）を参考にした。 



 第１の点は日々の生活の変化から容易に納得できるであろう。他の 2点について説明

は次

ーデネーションの電子化」によるメリットは、企業がより適切かつ効率的な経営

．２ 企業組織形態の変化 
化を受けて、企業はより効率的な経営を行うように

な

                                                 

を加える。「財・サービスのデジタル化」とは、デジタルなソフトウェア18は一般的な

商品のような有形財とは異なり、実体的な形がないため、完璧に近いコピーがほとんど

ゼロに近いコストで作成可能になったということである。そして、この性質のため「デ

ジタル財」は知的財産権が保障されなければ生産者は市場から商品の代価を受け取るこ

とができず、「市場の失敗」がおこるという公共財的な性質をもつ。このような「財・

サービスのデジタル化」による市場の変化については、3.3節で詳しく触れる。 

 つぎに、「コーデネーションの電子化」について説明する。奥野・中泉（2001）

のように述べている。「情報通信技術の進歩は、人・物・組織のコーデネーションを電

子的プログラムに補完させることによって、コーデネーション・コストを著しく低下さ

せ、より正確なコーデネーションを可能にさせた。」19 このことは、企業の新人採用

を例に考えるとわかりやすい。従来、企業は自らの経済活動に特化した人材を確保する

ために、採用面接→新人研修→部署派遣というプロセスを通じて、多大なコストを費や

して人材を得てきた。しかし、情報化の利点を生かし、社内プロジェクトごとに専門的

な人材をインターネットなどにより募ることで、より効率的な経営が可能となるのであ

る。 

 「コ

を行えるようになる点である。「コーデネーションの電子化」により、従来固定的だっ

た部門間のつながりを破壊し、コーディネートされるパーツの組み合わせの自由度が増

すことでより経営効率の高い組み合わせを選択することができるようになる。つまり、

従来は技術的な制約によって不当に縛られていた企業パーツの束がはずされ、より自然

なかたちでパーツの組織化を再設計できるようになるということである。このような

IT化による企業組織の変化について 3.2節で考察することにする。 
 
３

IT 化による近年の経済環境の変

ってきた。一言でいうと、企業の各部門に独立性をもたせ、有機的なつながりによっ

 
18 例えば、高速回線を用いたインターネットによる音楽・動画配信を思い浮かべることができ
る。ここでは消費者にとって、価値のある情報やコンテンツを含む商品を想定している。 
19 奥野・中泉（2001）第 1節５･６頁参照。 
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て統合する「モジュール化20」、「専門化」、そして「小組織化」が進んでいる。 

IT 化によって、市場は迅速・大規模・安価となり、空間の制約が取り払われた。こ

の

のように

述

根本的に変

え

ば

                                                 

ため、企業は消費者に対してより質の高いサービスを提供しなければ競争に勝ち残れ

なくなった。さらに、電子化により、高度な知識を必要とされる製品の複雑化・経営の

効率化が要求されるようになった。企業は部門ごとに独立性をもたせ、専門の分野に特

化させることでこれらの変化に対応するようになってきている。また、変化に即座に対

応するためには、機動性を生かせる小さな組織に有利な環境になっている。 

野口（2002）では、IT 化による経済環境の変化とその対応について、つぎ

べている。「伝統的な経済では、巨大な企業が生産過程のほとんどを組織内で完結さ

せるのに対して、新しい経済体制では、小規模で専門化した企業が市場を通じて結びつ

く。これが、現在生じつつある経済構造の大きな変化だ。以上で述べたことは、「モジ

ュール化」といわれる概念と深く関連している。…分業が、企業内の垂直統合や系列子

会社との間で行われるのではなく、市場で行われることを指摘したい。」 

 しかし、これらの変化に対応するためには従来の日本企業の組織経営を

る必要がある。池田（1997）では、日本型組織の限界として、つぎの点を指摘して

いる。「経営者がトップダウンで決定することが少ないという意味では分権的であるが、

外に対しては（あるいはしばしば職域ごとに）閉じたローカル・ネットワークであり、

企業特殊的な長期的関係に依存しているため情報が標準化されず、汎用性がない。…日

本企業に特徴的である水平的コーデネーション装置は、しばしば神話化されるような万

能の強さを誇っているわけではなく、その比較優位は実際には特定の部門に限られてい

る。自動車、電気機器、一般機械の３品目で日本の輸出の 70％以上を占める一方、石

油化学や加工食品など大量生産方式の優位性の高い部門ではヨーロッパの多国籍企業

の競争力が強く、逆にバイオテクノロジー、ソフトウェアなどの知識集約産業のもっと

も高い部門ではアメリカのベンチャー企業が技術的な主導権を握っている。」21  

また、今まで日本経済を支えてきた利点が IT化により失われる可能性をある。例え

、「ノウハウ」（企業の慣行や顧客システム）の IT化（コンピュータ化）が挙げられ

 
20 モジュール（module）とは、ある程度独立した機能をもった交換可能な構成部分のことをい
う。他にも、「アンバンドリング化（束ねていた束をほどく）」・「カプセル化」と表現することも
ある。 
21 池田（1997）168・170頁参照。 
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る。22 ITの性質として、ソフトウェアは容易にかつ完璧に近い複製が可能な点を述べ

てきた。このことは、情報や知識が簡単に蓄積・移転できることを意味し、今まで一般

公開されてこなかった種類の技術や知識が普及する可能性を示唆している。この変化は、

日本の企業・労働者が重点を置いている「ノウハウ」がコンピュータ化されることによ

り日本経済の国際的な比較優位を奪い、マイナスの影響を与える恐れがある。 

  
３．３ 知的財産権重視の産業構造23 

一次産業、鉄鋼や工業製品などの第二次産

業

ブと社会全体の利益との間の

とができるか否

の

                                                 

IT 経済においては、農業・漁業などの第

よりも、第三次産業、薬品・出版・音楽などの知的財産権と関わるサービス産業がよ

り標準的な産業構造となる。そして、今日では、知的財産権が重要な価値をもつものと

認識されるようになり、知的財産権に対する政府の対応が重要な鍵を握ることになる。 

 3.1節で述べたように、IT化は財・サービスのデジタル化を促した。デジタル財とは、

インターネットの音楽配信などに見られる、触れることはできないが価値をもつコンテ

ンツのことである。これらのデジタルなソフトウェアはコピーが容易であり、劣化しな

いため、多くの人々が安価で享受できる公共財的な性質をもつ。しかし、知的財産権（特

許権・著作権）・取引形態に多くの問題を抱えている。 

 最も大きな問題は、「デジタル財」生産のインセンティ

葛藤である。発明・著作・作曲などにより生産された情報は、作り出される時には多大

なコストを要するが、事後的な生産費用はほぼゼロに近い。社会全体の利益を考えれば、

より多くの人に供給した方が良いといえる。しかし、「デジタル財」に何の価値も認め

なければ、「デジタル財」の生産者にとっては金銭的なインセンティブが全く存在しな

いことになる。ゆえに、「デジタル財」の生産におけるコストが回収できないため、優

れた財・サービスを市場に供給する魅力が失われてしまうのである。 

 この知的財産権に関わる問題の解決が IT化のプラス面を引き出すこ

かを左右する。「デジタル財」の取引における対処法として４つの可能性が考えられる。 

第１に、技術的に情報を保護して、不正なコピーを阻止することである。しかし、こ

方法は情報をプロテクトするためにコストがかかる、プロテクション技術に限界があ

 
22 西村・峰滝・白井・黒川（2002）の指摘に拠る。 
23 この節の意見は、DeLong and Summers（2001）と奥野・中泉（2001）第 3節を参考にし
ている。 
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るという問題を抱えている。第２に、情報伝播の時間的ばらつきを利用して、価値を見

出す方法である。情報がすべての人に行き渡れば、その価値を失ってしまうことになる

が、個々人によって情報の伝播には時間的ラグが存在するはずである。よって、情報が

価値を失ってしまうまでに生産費用を回収するのである。第３に、「デジタル財」の性

質を考慮した新しい知的財産権の法的保護制度を整備することである。有効な手段であ

るが、各経済主体の利害対立を調整し、合意に達するまでに時間を要するという問題点

がある。第４に、金銭的価値ではなく、他者からの評価に価値を見出す方法である。IT

分野では、評判や名声（reputation）を求めて、自発的に生産活動に従事するという従

来では考えられなかったインセンティブが働いているのである。24 このように、財・

サービスの「デジタル化」に伴う知的財産権・取引形態の問題は ITの効用を活用する

上で、検討しなければならない非常に重要な論点であるといえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
24評判や名声（Reputation）を求めて生産活動に従事する顕著な例として、リナックス（オペレ
ーション・システムの一種）の発展を挙げることができる。リナックスとは、1991年当時、フ
ィンランドの大学生であったリーヌス・トーヴァルが個人の趣味で開発し始めたユニックス（ワ
ークステーション用の OS）のクローン（互換品）のことである。ただ、ソースコード（コンピ
ュータを制御するプログラミング言語による記述）を一般公開し、世界中の誰もが開発に参加で
きるオープンソース・ソフトウェアであったため、その後多くの人の手により改善され、現在も
無償の共同開発が進められている。リナックスが成功した理由として、コンピュータ・エンジニ
アのコミュニティ内での信用を得ることが開発者にとって金銭的報酬より優先事項が高いこと
がいえる。また、優秀な技術者としての評判によって高額の仕事の依頼を得ることができ、結果
的に有利に働くこともいえる。リナックスの記述に関しては、池田（2001）120～122頁を参考
にした。 
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第４章 IT化がもたらすマイナス面 

般に、IT 化が経済にもたらす影響を論じる時、そのプラス面にのみ着目する場合

が

 

．１ 情報量の劇的増加による検索費用の増大26 
うになった。しかし、このこ

は、伝統的な市場に比べてインターネッ

                                                 

  
一

多い。しかし、物事には功罪両面があって当然であり、IT もその例外ではない。奥

野・竹村・新宅（2002）では、次のような問題点を指摘している。「電子化や IT 技術

の導入の効果は経済システムを構成する様々な制度・慣習や組織能力・企業に蓄積され

たノウハウ等に依存して決まるのである。そのため、電子化が、経済に常にプラスの影

響を与え、生産性を高めるとは限らない。むしろ導入する IT技術が、背後にある経済・

企業システムと補完性を持たなければ、システムの比較優位を奪ってしまう等、負の効

果を持つかもしれない。」25 本章では、消費者と生産者の立場から、情報量の爆発に

よる検索コストの増大と IT財生産の自然独占的傾向という２つの問題に焦点を当てる。

 
４

 情報化により、低いコストで情報を入手・発信できるよ

とは市場における情報量の爆発と情報の偏在の激化をもたらし、消費者にマイナスの影

響を与えている。例えば、電子化による探索費用27（サーチコスト）の低下によって市

場が効率化し、価格裁定の機能が力強く働くことによって、一物一価の法則がより鮮明

に現れると予想される。28 しかし、実際は価格裁定機能が従来より機能しているとは

いえない、という実証結果が示されている。 

 Smith, Bailey and Brynjolfsson（2001）で

ト市場の価格水準は必ずしも低いわけではないこと、消費者が必ずしも価格に対して敏

感ではないこと、価格分散の分布が必ずしも小さいわけではないことの 3点を実証分析

により示している。そして、この理由として、個々の小売業者のサイトは、インターネ

ット上において、膨大な情報洪水のなかに埋もれてしまっているため、消費者にとって

は有用なサイト自体をさがす探索費用が非常に割高になっていることを挙げている。ま

 
25 奥野・竹村・新宅（2002）3頁参照。 
26 この節は、奥野（2002）の意見に拠る。 
27 本論文では、自分が求める情報、例えば商品に関する情報をさがす上でかかるコストを、検
索費用・探索費用・サーチコストとして表現している。 
28 価格裁定とは、同じ商品に異なる値段がついている場合、差額によって利益を得ることがで
きるため、結局はより低い値段で落ち着くことになるということである。このように、商品の値
段が一つに収束することは一物一価の法則と呼ばれる。 
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た、インターネット市場では、有用なサイトを知っている人と知らない人が共存すると

いう意味で、消費者間でより大きな情報の非対称性が存在するため、伝統的な市場に比

べて価格分散がそれ程小さくないと考えられる。 

 このように、IT 化による情報処理・伝達コストの低下は個々の企業の経済活動を効

．2 規模の経済と ITの性質による「自然独占」 
費用・ゼロに近い限界費用」

ークの外部性」とは、通信網のように利用者の数が増えれば増えるほどそ

部性がある場合、ある製品（コンピュータ）をより多

                                                 

率化しているが、消費者の立場から考えると必ずしも効用を高めているとはいえない。

よって、情報化による社会全体の効用の増加には慎重な判断が必要といえる。しかし、

逆をいえば、消費者間の「情報の非対称性」を解消することで、消費者全体の効用を高

めながら利益を得るビジネス・チャンスがあるということもできる。29 
 
４

 情報通信技術は「ネットワークの外部性」30と「高い固定

31という二つの性質をもつことにより、独占的な利益を得る企業を生み出してしまう傾

向がある。 

 「ネットワ

の通信網の利便性が高くなる場合のことをいう。一般に、同じものを多くの人々が購入

しても、その商品の価値は変わらない。むしろ、多くの人々が同じ商品を持つことによ

り、その商品の希少価値が下がり、その商品による効用が小さくなる場合が多い。しか

し、IT 商品（主にコンピュータやシステムなど）は同じオペレーティング・システム

を使い、同じソフトを使うようになればなるほど、価値が高まっていくという性質があ

る。例えば、マイクロソフトのオペレーション・システム「Windows」を例に考えて

みるとわかりやすい。マイクロソフトという企業が「Windows」という優れたオペレ

ーション・システムを開発する。「Windows」が優れた OSとして市場に認められると

急激に市場シェアを独占し、デファクト・スタンダードになると、ユーザーにとって他

の OSを利用するインセンティブが低下する。なぜなら、ユーザーが多い OSを選択し

た方が便益が高いからである。 

 このように、ネットワークの外

 
29 例えば、有用なサイトを消費者に低額で紹介する情報仲介的なビジネス・モデルが考えられ
る。 
30 「ネットワークの外部性」については、松下（2000）と奥野（2002）を参考にした。 
31 このような ITの性質と「自然独占」については、DeLong and Summers（2001）p.49が詳
しい。 
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くの人が使えば使うほどその効用が高まるので、ある製品の利用者が一定以上になると

競争製品を駆逐してしまい、市場を独占的に占有してしまうという性質（自然独占）を

もつことになる。 

また、IT 産業は高い固定費用とゼロに近い限界費用という性質をもつ。つまり、IT

産

 

場

業においては技術革新が鍵を握るため、初期投資として多大な研究開発費用がかかる。

しかし、一度開発されてしまえば、簡単に複製ができるため追加生産が容易に行えると

いうことである。高い初期費用と費用回収可能性の低さは、「ネットワークの外部性」

効果と相まって、競争相手である他社が市場に参入してくるコストを大きく引き上げる。

以上述べたように、IT特有の性質により IT市場は「独占」的な利益を得る企業に市

シェアを支配される傾向がある。この「独占」による問題点は、消費者が最も望まし

い製品を選択しなかった場合、値段が高い・粗悪な製品が社会全体に普及してしまうこ

と、市場シェア占有後における企業の商品改良のインセンティブが低下することの 2点

が挙げられる。前者の問題では、優秀な製品が駆逐され、劣悪な製品が市場を抑えてし

まうと長期的に社会全体の厚生が小さくなってしまう。ゆえに、企業と消費者の情報の

非対称性をできるたけ小さいものとし、消費者の選択が望ましい方向に誘導する何らか

の意識的政策が必要ではなかろうか。また、後者の問題に対しては、競争相手の企業を

後押しするような政策的配慮が必要かもしれない。 
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第５章 IT投資とその効果についての国別対比：米国と欧州32 

．１ 米国と欧州の IT投資・消費比較による普及度合の比較 
ず、今までの

と

術に依存するところが大きいと言われてい

る

直面している低い経済パフォーマ

ン

国

に

                                                 

 
５

 EU 諸国では、近年急速な情報通信技術の普及がなされたにも関わら

ころヨーロッパ地域では IT化の効果は生産性の向上に統計上に現れていない。1990

年代後半の五年間において、情報通信技術に対する投資が経済成長に寄与したのは EU

諸国においてたった 6 カ国だけであった。(イギリス・デンマーク・フィンランド・ア

イルランド・ギリシャ。) しかも、アメリカのように、労働生産性や全要素生産性（TFP）

の向上と結びついたものではなかった。ヨーロッパの大陸諸国（ドイツ・フランス・イ

タリア・スペイン）では、TFP の成長率の減少により情報通信投資の成長率に対する

貢献が停滞または減少する傾向さえ見られている。このことはいわゆる「ソローパラド

クス」33を示しているようにも思われる。 

一方、最近の米国経済の成功は情報通信技

。米国商務省の 2001年 10月の報告によれば、アメリカ人の３人に２人が家・学校・

仕事場でコンピュータを使用し、彼らの 80％がインターネットに接続しているとされ

る。このように、IT 技術を早期に取り入れて、国民全体に普及していることが米国経

済を支えていることは疑いの余地がないと言える。 

これらのことを考慮に入れると、現在ヨーロッパが

スは情報通信技術の普及の遅れにあるのではないかという仮説が立てられる。つまり、

米国が「ニュー・エコノミー」であるならば、EU諸国は情報通信技術の生産と受容の

遅れにより差をつけられているではなかろうかという仮説を立てることができる。 

図 5－1 および図 5－2 が示すように、1990 年代のヨーロッパの IT 普及度合は米

大きく遅れをとっていた。しかしながら、最近のデータから 2000 年と 2001 年の 2

年間の間にヨーロッパの IT 普及が急激に加速したことがわかる。また、EU と米国の

間に IT普及度合のギャップは見られるものの、ヨーロッパの追いつきは非常に速いも

のとなってきている。 

 
32 この節の意見は Daveri（2002）を参考にしている。 
33 本稿 2－1節を参照。 
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図5-1：GDPに占めるIT消費の割合
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図5-2：GDPに占めるIT投資の割合
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（注）Daveri （2002）から作成。消費者が IT 機器に費やした額と企業が IT 資本に投資した額の GDP

に占める割合を示している。 

 

しかし、EU諸国をさらに詳しく見ていくと、EUの約３分の 1の国が米国やヨーロ

ッパの IT先進国と大きくつきはなされている。これらの“後発組”の国々（アイルラ

ンド・イタリア・スペイン・ギリシャ・ポルトガル）は GDPの 2.5％を IT機器の消費

に、６％を IT機器の投資に費やしている。米国やヨーロッパにおける IT先進国は消費・
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投資ともに GDPの 50％以上を費やしていることと比較すると、ヨーロッパにおいてさ

え大きな格差が拡がっていることは明らかである。このギャップは EUにおける IT普

及格差をさらに拡大させていくものだと考えられる。 

 

５．２ 米国と欧州の IT投資効果の違い 
2001年の段階において、IT普及度合の観点から見ると EUはアメリカに対してもは

や深刻な遅れをとっていないと言える。ただ、表 5－1 をみればわかるように、1990

年代の労働生産性の伸び率を米欧比較すると、明らかに EU諸国は米国より成長率が低

い。もちろん、IT は経済成長に寄与するひとつの要因にすぎない。他にも EU とアメ

リカの生産性のギャップを説明できる潜在的な要因がないか今一度立ち止まって考え

る必要がある。しかし、5.1節で述べたように、米国経済の好調を支えている大きな要

因の一つであることは間違いない。そこで、本節では IT普及のキャッチアップの遅れ

が米欧生産ギャップを生み出した原因となった理由として考察することにする。 

  

U

E

 

 

表 5－1：労働生産性の米欧比較  

労働生産性の伸び率 

  1996-2001 vs 1990-1995 

SA +1.10 

U15 -0.80 

IT 先進国（Fast ICT-adopters） -0.29 

IT 後発国（Slow ICT-adopters） +0.04 

（注）Daveri （2002）から作成。 

 

 表 5－2では、Daveri（2002）の実証分析の結果が示されている。この分析から、ヨ

ーロッパにおいては IT資本の労働生産性への寄与率は総じて低いものであるというこ

とがわかる。また、先に ITが普及した国の方が若干寄与率が高い。 

つぎに、TFPの成長率を見ると IT普及が遅れた国はある程度寄与が認められる。しか

し、先に ITが普及した国では、TFPの成長率がマイナスになっている。これは Daveri

（2002）がヨーロッパにおける特筆すべき点として、IT 資本の労働生産性に対する寄

与が TFPの成長率の低下により相殺されている点を指摘している。このことは ITの普
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及度による米欧の生産性ギャップを考える上で、重要な示唆を与えているように思われ

る。 

 

表 5－2：EU諸国内の比較：労働生産性に対する ICT資本と TFPの寄与度の上昇率 

1996-1999 vs 1991-1995 

  ΔICT 資本の寄与度 Δ全要素生産性（TFP）の寄与度

ICT 先進国（Fast ICT-adopters） +0.13 -0.17 

ICT 後発国（Slow ICT-adopters） +0.09 0.14 

（注）Daveri （2002）から作成。 

 “Fast ICT-adopters”は、スウェーデン・イギリス・オランダ・デンマーク・フランス・ベルギー・ド

イツ・オーストリア・フィンランドが含まれる。 “Slow ICT-adopters”は、アイルランド・スペイ

ン・イタリア・ポルトガル・ギリシャが含まれる。 

 
５．３ IT効果の地域格差に対する見解 
 米国経済は ITバブルの崩壊に見舞われながらも高い経済成長率、インフレ率の安定、

低い失業率を維持してきた。米国経済が好調な理由は様々な要因が考えられるが、IT

の効果が大きな要因のひとつであることは間違いない。一方、EU 諸国は、1990 年代

において IT普及度合は米国に大きな遅れをとっていた。しかし、最近の 2年間、特に

2001年では IT投資・消費は米国に匹敵するレベルになってきている。このようなキャ

ッチアップにもかかわらず、EU諸国では米国のような著しい生産性の向上が見られな

い。EU諸国と米国の IT化による経済成長の比較により、IT化の便益が必ずしも各経

済主体や国家にとって平等ではないことは明らかであるといえる。IT 効果の地域格差

の要因として、IT革新の効果波及の時間的ラグと ITの性質による先駆者の「独占」の

２点を指摘することができる。 

第１に、IT革新の効果波及の時間的ラグについて述べる。34 IT革新が “Innovation”

（革新）の局面を経て、 “Diffusion”（普及）の局面に入り、社会全体が電子社会に移

行するにはかなりの時間を要することになる。つまり、多くの人々が ITを利用して、

                                                  
34 IT効果波及の時間的ラグ説の説明は、熊坂・峰滝（2001）を参考にした。 
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「ネットワークの外部性」が生かされるようになり、情報（IT）化による生産性の向上

が統計に現れるには時間がかかる、ということである。事実、米国でも IT化により生

産性のトレンドに向上が統計上に現れたのはごく最近のことであるから、この「時間的

ラグ仮説」は説得的であるように思われる。 

 第２に、ITのフロンティアを制した企業・地域が独占的な利益を得る傾向がいえる。

たしかに、情報技術（IT）が人々の日常生活を便利にする効果は、IT 機器を購入でき

る生活水準があれば誰に対しても平等であるといえる。しかし、生産の観点から見ると、

ITの便益は必ずしも平等ではない。IT機器を生産して利益を得るには画期的な技術革

新が不可欠である。これは ITの高い固定費用とかぎりなくゼロに近い限界費用をもつ

という性質による。他の企業が参入しようとしても独占企業の市場シェアに勝つことは

容易ではなく、高い固定費用に見合う利益が得られないため諦めざるを得ない。このよ

うに IT機器生産の利益は独占されやすい傾向にある。さらに、人的資源が一部の地域

に集積することによって起こる地域的独占の問題も見逃せない。IT は技術革新が鍵を

握るため人的資本、すなわちエンジニアの知識が重要となる。IT が盛んな一部の地域

（例えば、米国の「シリコンバレー」など）にこれらの人材が集中してしまうため、さ

らなる地域格差が広がることになる。このように、ITの「独占」は各企業だけでなく、

国家・地域的な格差までもたらす。 

 

５．４ IT投資の効果は平等ではない 
結論として、IT 革新が経済に与える影響は、その地域の置かれている環境、そして

時間的要因によって大きく異なるものだといえる。長い目でみれば、EU諸国が将来米

国のように IT革新のプラス面を享受する可能性は否定できない。ただ、初期の段階に

おいては IT革新が経済に与える影響は、より早い時期に ITが普及し、優れた人材が多

い地域の方が独占的な利益を得て、IT革新の効果を引き出すのに有利であるといえる。 

表 5－3および表 5－4が示すように、上述した結論は EU諸国が IT機器の輸入を米

国に依存していることが顕著に表している。IT 生産の利益を米国などの一部の国・地

域・企業に独占させたままであると競争原理が働かないため様々な弊害が生じることに

なると思われる。これからの課題として、IT特有の性質を理解した上で、ITの消費者・

生産者にとって便益が高くなるように望ましい方向性をそれぞれの経済主体が模索し

ていく必要があるといえる。 
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表 5－3: IT機器の EU・USの二国間の輸入                （単位％） 

  1993 1998 

EU の米国からの IT 機器輸入比率（EU-Imports from US） 18.5 23.4 

米国の EU からの IT 機器輸入比率（US-Imports from EU） 6.3 6.1 

 

（注）David and Paul（2002）から作成。 

 

 

表 5－4：GDP成長率・失業率と ICTの米欧比較               （単位％） 

  Average rate 81-93 Average rate 94-00 

  EU15 US EU15 US 

GDP 2.4 2.9 2.5 4.0 

失業率（Unemployment）  8.8 6.6 9.8 4.6 

          

実質投資比率（Investment Share (real)） 19.7 16.7 20.3 19.6 

ICT 投資比率（ICT-Investment Share）   1.4   1.8   1.6   2.6 

ICT 機器生産比率（ICT-Production Share） 1.0 1.4 1.2 2.1 

ICT 機器輸入比率（ICT-Important Share） 18.2 6.2 23.1 6.0 

（注）：David and Paul(2002)から筆者が作成。OECD のデータでは、IT 機器は computers, telecom, 

biotech, aircraftと定義されている。 

（出所）：AMECO, REEDS,OECD Bilateral Trade Statistics. 
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第６章 結論 
 
 第２章で見たように、米国の IT革新による労働生産性の上昇は揺るぎのない事実で

ある。米国の IT革新の影響は大きく３つに要約できる。第１に、IT資本財価格の急激

な低下によって IT 資本量が急増し、IT 革新の効果が目に見えて現れてきた。第２に、

IT 製造業だけでなく IT を利用している非製造業においても生産性の向上が見られた。

第３に、IT 資本の外部効果による全産業の生産性の上昇は見られる「ニュー・エコノ

ミー」の状態にはまだ至っていないことがいえる。35 

 一方、日本の ITに関する実証分析からも米国とほぼ同様の結果がいえる。しかし、

日米の大きな違いとして、米国では ITを利用する非製造業においても労働生産性の上

昇が見られるのに対して、日本では非製造業の IT資本投資の大きさに関わらず、労働

生産性の上昇はそれ程見られないことに注意する必要がある。 

 そして、日米の実証分析に見られる共通点として、IT 資本の労働生産性の上昇に対

する寄与は断言できるが、IT 革新が全要素生産性の上昇に寄与しているという確実な

証拠はいまだに出てきていないことがいえる。よって、労働生産性の上昇から IT革新

の影響が一過的なものであるという意見は否定できるが、IT 製造業以外の産業では全

要素生産性の上昇が見られないことから、「ニュー・エコノミー」36と呼ばれるような

恒常的な生産性トレンドの上昇もまた見られないことがいえる。 

 最後に、日本が IT化のプラス面を引き出すためには、どのような対応が必要なのか

を企業と政府の立場から考えたい。日本企業は IT化によって企業の組織構造そのもの

が変化していることを十分に認識する必要がある。具体的には、第 3章で述べたように、

「モジュール化」・「専門化」・「小組織化」への転換を図り、競争力を高めていくべきで

ある。また、IT 財（特にハードウェア・コンピュータ）の生産は独占される傾向があ

                                                  
35 IT化に対する評価は西村・峰滝・白井・黒川（2002）を参考にしている。 
36 「ニュー・エコノミー」が具体的にどのような状態を指すのか定かではないが、ここでは IT
化の影響により景気循環に関わらず、常に成長を続ける経済であると考える。そして、本稿では
IT化によって全産業の全要素生産性に上昇が見られる状態を「ニュー・エコノミー」であると
定義する。米国商務省（2002）では、「ITとその関連投資によって生産性の高い伸びが実現さ
れる経済と定義する。1990年代後半のアメリカの経験によれば、ニュー・エコノミーは長期的
に低インフレと低失業をともなう産出の急速な伸びをもたらす。2000年 7月以降に生じたこと
からすると、ITによる生産組織と雇用構成の変化によって、経済停滞の時期にも、これまでに
ない高い生産性の伸びがもたらされている。」（邦訳 20ページ）と述べられている。 
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るが、ソフトウェア産業、特に音楽・ゲーム・映画などのコンテンツ産業は価値の多様

化が見られ、様々なニーズが存在する産業なので、そちらの産業に力を注いでいくべき

である。さらに、情報量の爆発により消費者間の情報の偏在が激化したが、このような

「情報の非対称性」を解消するようなビジネスなど IT化による新しいビジネス・チャ

ンスを積極的に生かしていくべきである。以上をまとめると、組織形態の転換促進・コ

ンテンツ産業の重視の２点が重要である。特に、IT化による企業組織形態の変化は IT

を利用している日米における非製造業の労働生産性ギャップを埋めるであると思われ

る。 

 政府の対応としては 3 点考えられる。まず、IT 化に関する実証分析を促進するよう

IT 関連資本の体系的統計データの充実を図るべきである。つぎに、デジタル財の取引

における知的財産権保護の法制度の整備を早急に行うべきである。最後に、IT 経済に

おいては「知識（人的資源）」が重要な鍵を握るため、労働者に専門的・技術的知識を

身に付けることを奨励するような政策を実施すべきである。 

 このように IT化の経済効果の性質を企業・政府がともに認識した上で、個々の問題

に対して対処していくことができるか否かが IT化のプラス面を引き出す岐路となるの

ではなかろうか。 

 
                          以上 
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１．問題意識 

 ITが経済復活への処方箋のひとつであるとする考え方は多い。米国では 91年に底を

打って以降、バブル崩壊・不良債権処理にあえいだ日本とは対照的に 90年代を通じて

高成長を続けてきた。その牽引役のひとつは積極的な情報化投資であったといわれてい

る。これまでも米国を中心に、情報化の経済に与えるインパクトについては多くの研究

が行われてきた。その結果、多くの先進国において 情報化は労働生産性の向上効果を

もたらし、経済を活性化させるということがいわれている。 

 そして、情報化にはもう一つの効果が存在する。それは情報の伝達・取得コストの減

少である。たとえば我々が遠く離れた地方（国）に情報を伝達する場合を考えても、こ

れまでの主な手段であった郵便や電話などと異なり、電子メールはほとんどノーコスト

で、また一瞬に相手に情報を伝達することができる。また、インターネットやそれに伴

う検索技術などの発展は、情報取得のためのコストを大きく減少させることとなった。

ある書籍を購入するにあたっても、一軒一軒書店や図書館を渡り歩く手間をかける必要

はなく、家に居ながら各書店や図書館の蔵書検索を用いて確認することもできるように

なり、オンラインショッピングを利用して書籍を入手することさえ可能になった。また

企業においても、LAN・WAN1などのネットワーク技術の発展により本支社間の情報共

有が容易になったり、地方の企業であっても E-commerceや E-marketplaceなどによ

って、商圏や資材調達の範囲を全国・全世界に広げたりすることが可能になった。この

ような身近な例を考えても分かるように、情報化は個人・企業に関わらず これまでの

地理的な制約・ハンディを克服するというメリットを持っているといえる。このような

メリットを持つ情報化が経済機能の分散化をもたらし 地域経済を活性化させるという

期待は、アルビン・トフラーの「第三の波」にも見られるように広く受け入れられ、政

                                                 
1 Local Area Network/Wide Area Network。 複数のパソコンをネットワークで繋ぎ、データ
やファイルを共有する技術の総称。 
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策としても期待されてきた2。そして、このメリットは前述の経済効果に関連している

と考えられ、情報化による経済効果は地域によってその性質、程度が異なると考えられ

る。 

以上の問題意識のもと本研究においては、情報化による労働生産性の上昇・雇用の代

替効果に関して全国 9地域において分析を行うことによって各地域の格差を検証し、今

後のより効果的な情報化への道筋を提言した。 

 

２．先行研究のサーベイ・本研究の位置付け 

情報化が経済に対してどのような影響をもたらしているのかという議論は、その効果

が注目され始めた 80年代後半頃から多面的な展開を見せるとともに、実証分析も活発

に行われるようになった。米マサチューセッツ大学のロバート・ソロー氏は 1987 年、

New York Times誌の中で、情報化と生産性に関して統計的な関連性が見られないとい

う「生産性のパラドックス」を主張した。これと対極をなす考え方が、米スタンフォー

ド大学のポール・ローマー氏およびシカゴ大学のロバート・ルーカス氏らの内生的成長

理論を元にした「ニュー・エコノミー論3」であり、情報化によりこれまでの経済構造

が変わり、インフレなき持続的な成長が達成でき、また景気循環が平準化する効果を持

つと主張している。その後、90 年代中盤の Windows95 やインターネットの登場、普

及により情報関連産業は米国を中心に著しい発展を遂げ、90 年代の米国における好景

気を牽引した。その中でニュー・エコノミー論に関しても「積極的に肯定できないが、

否定もできない」という状況が続いた。その後、情報化による労働生産性の上昇トレン

ドが 90年代のマクロ統計に表れるようになり、現在では「波及までのラグは存在する

                                                 
2 主なものに、通産省「ニューメディア構想」、郵政省「テレトピア構想」などがある。 
3 「ニュー・エコノミー」という言葉に確定した定義はなく、様々な考え方が存在する。例えば
米商務省「Digital Economy 2002」において「ニュー・エコノミー論は正しかった」と言及さ
れているが、ここでは単に生産性の上昇による経済成長を指している。 
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ものの、情報化は労働生産性に対しプラスのインパクトを与える」という見解が一般的

に受け入れられつつある。 

米国が IT 革命の恩恵を享受したのに対し、日本の 90 年代はバブル崩壊の後処理に

追われた「失われた 10年」であり、ストック調整に終われる中で積極的な新規投資を

行うことは不可能といえた。その分情報化そのものも、またその経済効果に関する実証

分析も米国に比べ非常に少ないものであった。その中で、日本における分析をさきがけ

て行ったのが篠崎(1999)であり、生産関数・労働需要関数を用いて 90 年代の情報化投

資が日本・米国それぞれに与えた影響について分析、比較している。その結果、米国で

は情報化投資が労働を代替し労働生産性の上昇に大きく寄与しているが、日本では情報

化投資自体が遅れており、労働生産性上昇への寄与も少ないことを結論付けている。そ

して同研究を皮切りに、日本国内だけでなく国際比較、あるいは産業別など、様々な観

点から情報化の経済効果を分析した研究が徐々に増加している。岡部光明研究会におい

ても青柳・永井・堀田(2000)、都澤(1998)が、また竹中平蔵研究会においても山崎(2001)

といった研究が存在する。 

斎藤(2000)は日米に加え、ドイツ・フランスなどの欧州、およびスウェーデン・フィ

ンランドなどの北欧諸国を含めた国際比較を行っている。英語圏諸国などの規制が比較

的弱い国において情報資本ストックの増加が大きく、労働生産性、全要素生産性の上昇

率が高いことを示している。また、（米国に限らず）90年代に高成長を遂げた多くの国

が、情報関連産業の発達や情報資本ストックの蓄積などの形で情報化が急速に進んでい

る（逆に経済のパフォーマンスが悪い国では情報化は遅れている）という結果を見せて

いる。 

また、西村・峰滝・白井・黒川(2002)では、情報化の労働代替性に焦点を当て、就業

者を年齢・学歴別に区分し、どのようなタイプの労働者が 情報化による代替効果が高
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いのかという点を考察しており、若年・低学歴層の労働者が最も強い代替関係にあると

している。また、日本の産業間における情報化の外部性について分析しているが満足な

結果は得られておらず、情報化は生産要素間の代替効果を通じて経済成長の重要な原動

力となりうるが、生産性の大幅な上昇はみられないと結論付けている。 

以上のように、情報化の経済効果に関する一国内や国際比較、あるいは産業別の実証

分析は多く存在する。しかし地域別という観点からは、まだ実証分析は存在しない。経

済地理学において、情報化を地域別の観点から考察した研究としては 今川(2002)が挙

げられる。著者は、情報化は地方分権を促進されるものと考えられがちであるが、現実

では逆に首都圏への集中が強まっているという「集積のパラドックス」を主張している。

その理由として、企業内のノウハウや経験、暗黙知といった 情報化によって伝達コス

トが減らせない（または伝達できない）情報の価値が相対的に向上し、それを伝達する

ための Face to Faceの重要性が高まったからとしている4。そして、頭脳・知識集積の

核としての首都圏の都市づくりを重視しながらも、同時に集積によるデメリット（地価

の上昇、居住環境の悪化など）を解消していく方策が重要であると論じている。 

この研究から、情報化は（地方圏から）都市部への集積を促進するということは、情

報化は地方圏における労働を都市部へ移転させるという意味を持つと考えられる。つま

り、情報化による労働生産性の上昇は地方圏より都市部において高く、また地方圏にお

いては労働需要が減少し、都市部においては上昇すると換言することができる。この考

え方は、前述した「情報化によって地方企業の情報発信・受信コストが減少し、地域経

済が活性化する」という観点と矛盾するものであるといえる。しかし今川(2002)におい

て計量分析は行われておらず、それは実証されていない。本研究の意義は、未だ成され

ていない 情報化の経済効果に関する地域格差に対して、従来まで行われてきた計量的

                                                 
4 柳川(2001)は、情報化によって伝達される情報と伝達されない情報が、それぞれが企業に対し
どのような影響を与えるのかという点についてモデルを作成している。 
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なアプローチを導入し、実証分析を試みることにある。 

 

３．分析の枠組み 

本研究の分析の枠組みは下図のようになる。 

図 3.1 分析の枠組み 

 情報化投資額の算出

情報資本ストックの算出
（恒久棚卸法）

生産面の分析
（コブ=ダグラス生産関数）

雇用面の分析
（労働需要関数）

情報化投資額の算出

情報資本ストックの算出
（恒久棚卸法）

生産面の分析
（コブ=ダグラス生産関数）

雇用面の分析
（労働需要関数）

 

 

 

 

 

 

 

まず地域産業連関表をベースにして各地域の情報化投資額を求め、恒久棚卸法(PI法)

によって 毎年の情報資本ストックを積み上げ、そのデータから生産面・雇用面からの

分析を行った。前者においてはコブ＝ダグラス生産関数を用い、後者においては労働需

要関数の推計を各地域に対して行った。そしてその結果より、情報化の経済効果に対す

る比較を通し、それぞれの地域における情報化の特徴、あるべき方策の姿を考察した。 

 

４．情報関連データの作成 

４．１ 情報化投資額・時系列データの作成 

情報化投資の影響を分析するにあたっては、まず情報化投資のデータそのものを作成

する必要がある。しかし日本においては、米国に比べて IT関連の統計データが充実し
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ていないため、情報化関連データを他の資料・統計を用いて独自に作成する必要がある。

多くの先行研究では産業連関表をベースにしたデータの作成が行われており、本研究も

その方法にならってデータを作成した。しかし本研究においては地域別のデータを作成

する必要があり、産業連関表においては地域別のデータは掲載されていない。そこで、

都道府県別にデータを掲載した地域産業連関表を用いて作成を行った。 

具体的な方法としては以下の通りである。まず、産業連関表から「情報化投資」と定

義できる各資本財の総固定資本形成額を算出する。先行研究においては、産業連関表の

品目の電子計算機本体および付属装置、有線／無線電機通信機器、通信関連設備、複写

機、ワードプロセッサ、その他事務機器などを情報化投資と定義している。しかし前述

のように、地域産業連関表においては全国のそれに比べ品目の分類数が少ない5ため、

上記の資本財の品目は存在しない。そこで、上記の通信関連設備以外の資本財を含む「電

子・通信機械」項目のデータを使用した。全国表と地域表における具体的な品目の相違

を以下の表に示す（太字が情報化投資と定義されている品目）。 

 
3111011 複写機
3111092 ワードプロセッサ
3111099 その他事務機器
331101 電子計算機本体
331102 電子計算機付属装置
332101 有線電気通信機器
332102 無線電気通信機器
332109 その他の電気通信機器
333101 電子応用装置
333201 電気計測器
334101 半導体素子・集積回路

半導体素子
集積回路

335901 電子管
335902 液晶素子
335903 磁気テープ・磁気ディスク
335909 その他の電子部品
4132031 電子通信施設建設

地域表(46部門）全国表基本分類

230 電子・通信機械

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.1 「情報化投資」の定義 
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5 昭和 45年からの 46部門地域産業連関表を使用した。 



次に、具体的な情報化投資額の導出方法について示す。まず地域産業連関表における

電子・通信機械項目の地域内総固定資本形成額をベンチマークとし、5 年毎(75・80・

85・90・95年)の名目情報化投資額とした。その後、同項目の内需の伸び（生産額－輸

出額＋輸入額）を利用して各 5年間のデータの接続、および 95年以降 2000年までの

延長を行い、毎年の情報化投資額を作成する6。その後 同項目の卸売物価指数(1995年

基準)を用いて実質化した。さらに、上記の方法で求めた毎年の投資額と、地域産業連

関表の 5年毎のベンチマークとの整合性をとるために、各 5年間のリンク係数を求め伸

び率を調整、両者が一致するようにした。 

なお、ここで算出される地域別の情報関連データは、地域産業連関表の分類に沿った

ものとなる。地域産業連関表による地域の分類は以下のようになっている。 

 

 北海道 北海道
東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
関東 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡
中部 富山、石川、岐阜、愛知、三重
近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国 徳島、香川、愛媛、高知
九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄 沖縄

 

 

 

表 4.1.2 地域産業連関表における「地域」の分類7 

 

４．２ 情報・非情報資本ストックの作成 

次に、前項において求めた情報化投資額を利用して 情報資本ストックを作成する。

作成にあたっては次式で表される恒久棚卸法（PI法：Perpetual Inventory Method）

を用い、1975 年から 2000 年までの時系列データを作成した。下に記した(1)式によっ
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6 データに関しては、（社）日本電子機械工業会による資料、および電子工業年鑑を使用した。 
7 経済産業省(2001)を元に作成。 



て基準時となる 1974年の情報資本ストックを算出し、さらに(2)式によって 2000年ま

での情報資本ストックデータを作成した。 

)/(1 δ+=− gIK tt        (1) 

1)1( −⋅−+= ttt KIK δ       (2) 

(K：情報資本ストック I：情報化投資額 δ：減価償却率 

σ：情報資本ストックの長期平均減価償却率 g：情報化投資の長期平均伸び率) 

 

ここで問題となるのが減価償却率である。日本においては情報資本ストックの減価償

却率に関するデータは存在しない。先行研究では耐用年数を仮定することで算出を行っ

ているものや、トレンドの回帰分析による算出を行っているが、本研究では米国の先行

研究にならい、各財毎の減価償却率を利用した8。 

 作成した地域別の情報資本ストックは以下のようになった。グラフを見て分かるよう

に、地域産業連関表における分類上、関東地域において産業力が集中しており、情報資

本ストックの蓄積も関東地域は他の地域より突出している。逆に他の地域においては大

きな差は見られない。そこで以降の分析では、特に「首都圏」としての関東地域と、「地

方圏」としての他地域の比較ということに重点を置き、比較を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

                                                 
8 「Survey of Current Business」1997年 5月号”BEA Depreciation Rates”を参照。 
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図4.2.1 地域別情報資本ストック量
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続いて、地域別の資本ストック全体を算出する。ここで重要なのは、上記の方法で求

めた情報資本ストックは、除却と減耗の両方を考慮した純資本ストックであるというこ

とである。したがって情報以外の資本ストックに関しても純資本ストックを作成する必

要がある。しかし日本においては純資本ストックそのもののデータは存在しないため、

独自に作成する必要がある。本研究では 1970年の国富調査をベンチマークとして、同

様の手法（PI法）により全国の純資本ストックを積み上げた。その後、深尾・岳(2000)

において作成されている「日本府県データベース」の県別資本ストックを元にして各年

度における各都道府県資本ストックの全国資本ストックに対する比率を元に、各地域に

資本ストックを按分することによって作成した。 

こうして求めた資本ストックを元に、各地域における情報資本ストックの割合をプロ

ットしたのが以下の図である。どの地域においても 75年より一貫した上昇トレンドが

見られ、情報化投資が注目され続けてきたことを顕著に示している。また関東地域が計

測期間中を通して最も高い比率を見せており、次いで四国、沖縄と続いている。これは、

これまでも（地方圏に比べ）首都圏においてより積極的な情報化投資が行われてきたこ
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とを示しているといえよう。 

 

図4.2.2 情報資本ストック比率
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また、非情報資本ストックについては、全資本ストックより情報資本ストックを差

し引くことで求めた。 

 

５．生産面における分析 

５．1 労働生産性の分析 

情報資本ストックと非情報資本ストックのそれぞれについて、労働生産性の格差につ

いて分析を行う。まず、情報資本・非情報資本・労働の 3つの要素からなるコブ・ダグ

ラス型生産関数を想定する。   

γβα LHKKAY ITnonIT ⋅⋅⋅=  （α＋β＋γ＝1）    (3) 

（Y：地域内総生産 KIT：情報資本ストック KnonIT：非情報資本ストック LH：労働投入量） 

 

一次同次を仮定しているためα＋β＋γ＝1と制約を置く。また一般資本ストックは稼

 43



働率で、労働投入は労働時間でそれぞれ景気循環要因を取り除いている。そして(3)式

を LH で除し対数化することによって、労働生産性を説明する回帰式である以下の(4)

式を導出し、推計を行った。 

LH
K

LH
K

C
LH
Y ITnonIT lnlnln βα ++=      (4) 

（推計期間：1975年～2000年） 

C α(Kn/LH) β(Ki/LH) Adj-R2 DW

-1.5598 *** 0.5570 *** 0.0205
(-8.58) (7.62) (0.60)

-0.9829 *** 0.5516 *** 0.0959 **

(-7.23) (7.58) (2.46)

-2.7506 *** 0.2894 ** 0.1883 ***

(-13.97) (2.85) (3.26)

-3.0127 *** 0.4167 *** 0.0549 *

(-38.97) (6.47) (1.81)

-2.6607 *** 0.6274 *** -0.0173
(-27.75) (11.91) (-0.67)

-2.7729 *** 0.5017 *** 0.0368 **

(-50.93) (16.00) (2.35)

-1.9621 *** 0.4104 *** 0.1587 ***

(-3.61) (3.65) (3.21)

-2.6750 *** 0.4224 *** 0.0931 **

(-8.06) (5.86) (2.15)

-1.5533 *** 0.2517 0.0602
(-10.73) (1.38) (0.79)

-2.7151 *** 0.4095 *** 0.1018 ***

(-45.02) (6.74) (3.19)
(全国) 0.998 1.50

1.46

2.18

1.57沖縄 0.964

0.997

0.998

1.47

1.91

1.61

1.69

0.999

0.997 1.56

1.26

0.998

0.996

0.997

0.997

近畿

中国

四国

九州

北海道

東北

関東

中部

（カッコ内は t値、*は 10%、**は 5%、***は 1%水準で有意） 

表 5.1.1 労働生産性の推計結果 

 

推計結果を見ると、β（情報資本ストックの係数）に関しては 3地域において t値が

低く 有意な結果が得られていないが、それ以外の 6 地域では想定される符号で有意な

結果が出ている。これら 6つの地域のうちでは、関東地域が最も係数の値が高く、情報

資本ストックの増加による生産性の向上が顕著に見られることが分かる。情報化による

生産性の上昇効果は、特に首都圏に対して大きいものであるということが分かる。 
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また、関東地域に次いで四国地域の効果が高いことが分かる。四国地域は、図 4.2.2

において示した情報ストック比率において分かるように、関東地域に次いで高い情報化

ストック比率を有していた。それと今回の推計結果を照らしあわせると、情報化が十分

に行われている地域においては、それによる労働生産性の上昇効果も大きいということ

が考えられる。 

 

５．２ 限界収益率の分析 

また、前節の生産関数の推計結果を用いることにより、以下の(5)・(6)式より表され

る 生産量に対する情報・非情報それぞれの資本ストックの限界収益率MPを算出した。 

IT
IT K

YMP ⋅=α        (5) 

nonIT
nonIT K

YMP ⋅= β        (6) 

 

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

情報資本ストック 87.88% 511.19% 475.96% 235.85% -66.52% 156.72% 663.79% 367.73% 239.69%
　　       (Y/Kit) 42.8 53.3 25.3 42.9 38.3 42.5 41.8 39.5 39.8
非情報資本ストック 42.61% 40.91% 24.32% 29.77% 46.31% 32.98% 27.39% 28.80% 21.36%
           (Y/Knonit) 0.76 0.74 0.84 0.71 0.74 0.66 0.67 0.68 0.85

表 5.2.1 限界収益率の地域比較 

 

先行研究と同様に、どの地域においても 情報資本ストックの限界収益率は非情報資

本ストックのそれを大きく上回っている。関東においても高い数値を示しているが、最

も高いのは四国地方となっており、前節の労働生産性の上昇効果と結果が逆転している。

これは、関東地域において Y/KIT、すなわち生産量に対する情報資本ストックの付加価

値分が他の地域に比べ低い(25.3)ことに起因している。このことは逆に、現在の地方圏

における情報化投資は十分なパフォーマンスを見せておらず、潜在的な上昇効果が存在
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する（限界収益率は向上しているにも関わらず、実際の労働生産性の上昇はそれほど高

い数値を見せていない）ということが推察できる。 

 

５．３ 労働生産性の要因分解 

次に、労働生産性上昇の要因分解を行う。労働生産性が上昇する要因として、既存の

設備（＝非情報資本ストック）が情報関連設備（＝情報資本ストック）に置き換えら

れ、その結果として労働者の生産効率が上昇するという設備の代替による効果が考え

られる。そこで、前々節の(2)式をさらに変形し、労働生産性の上昇に関して、一般

資本の装備率（KnonIT／LH）と情報関連設備への代替（KIT／KnonIT）という二つの説

明変数をおいた(7)式の推計を行った。また、情報関連設備への代替という行為は第

一次産業（農業・牧畜業・林業・水産業・狩猟業など）においては考えにくいことか

ら、Yは第二次・第三次産業における生産量のデータを使用した。 

nonIT

ITnonIT

K
K

LH
K

C
LH
Y lnlnln βα ++=     (7) 

（推計期間：1975年～2000年） 
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C α(Kn/LH) β(Ki/Kn) Adj-R2 DW

-1.7011 *** 0.5835 *** -0.0286
(-18.21) (14.80) (-0.70)

-1.0730 *** 0.4999 *** 0.1528 ***

(-3.44) (3.65) (3.34)

-3.2265 *** 0.3156 *** 0.1804 ***

(-19.50) (7.39) (4.06)

-2.9325 *** 0.3384 *** 0.1024 ***

(-42.60) (9.51) (3.49)

-2.8597 *** 0.4549 *** 0.0224
(-18.83) (10.78) (0.58)

-2.2072 *** 0.4876 *** 0.1452 ***

(-7.08) (8.02) (4.12)

-2.4225 *** 0.5121 *** 0.0534
(-6.62) (6.55) (0.93)

-2.5158 *** 0.4901 ** 0.1235 **

(-2.92) (2.59) (2.82)

-1.9470 *** 0.3407 *** 0.1079 **

(-26.23) (5.05) (2.23)

-2.9499 *** 0.3815 *** 0.1167 ***

(-41.93) (11.96) (3.51)
(全国) 0.997 1.25

0.996 1.41

0.988 1.38

0.997 2.01

0.994 1.91

0.994 1.84

0.993 1.47

0.997 1.87

0.997 1.75

中国

四国

九州

沖縄

東北

関東

中部

近畿

北海道 0.996 1.56

表 5.3.1 労働生産性の推計結果 

 

さらに、この推計結果より 有意な値が出た 6 地域毎に労働生産性の要因分解を行っ

たのが以下の表である。これを見ると、全地域において 情報関連設備の代替による生

産性の上昇は、一般資本装備率に比べ極めて小さいことがわかる。この理由としては、

90 年代に米国に比べ日本はバブル崩壊・資産価格下落等の後遺症により積極的な新規

投資（情報化投資を含む）が行えず、結果として情報関連設備の代替そのものがほとん

ど行われてこなかったからと考えられる。 

東北 関東 中部 中国 九州 沖縄

非情報資本設備要因 0.422197 0.291801 0.326485 0.467807 0.443546 0.271892
設備の情報化要因 0.014067 0.01578 0.009755 0.014709 0.014656 0.011636

表 5.3.2 労働生産性上昇の要因分解 

 

また、情報関連設備の代替による労働生産性上昇の影響度について推計期間を 5年毎

に区切り、それぞれの年代における各地域の寄与率を求め、その変化を以下のグラフに
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示した。既存設備の情報化による労働生産性の向上効果は一貫して関東地域において高

く、年を経るごとにその伸び率も高くなっていき、他地域との格差が広がっていること

が読み取れる。このことから、関東地域において情報関連設備への代替自体が進んでお

り、さらに代替による労働生産性の上昇効果も高いという二つの点が判明する。 

 
図5.3.3 情報設備代替の時系列地域格差
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５．４ 一次同次を仮定しない場合の分析 

これまでは、情報資本・非情報資本・労働に対し一次同次を仮定した生産関数の推計

を行ってきた。しかしこの場合、情報資本と労働、および情報資本と非情報資本との代

替による効果のみしか測定できていないことになる。そこで、情報資本を一次同次の仮

定から外し、非情報資本と労働で一次同次となる以下の生産関数を想定する。この関数

は、情報資本ストックが増加することで 非情報資本ストックおよび労働生産性が上昇

するという意味を持つ。 

γαα LHKKAY ITnonIT ⋅⋅⋅= −1       (8) 

この(8)式を変形し、対数をとった以下の(9)式を推計した。この式は非情報資本が 1％

増えれば生産量はα％増加し、労働投入量が 1％増えれば生産量は 1－α％増えるとい
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う式である。そして非情報資本の装備率を一定とした場合に、情報資本が 1％の増えれ

ば労働生産性がγ％上昇するということを表している。 

IT
nonIT K

LH
K

C
LH
Y lnlnln γα ++=     (9) 

（推計期間：1975年～2000年） 

C α(Kn/LH) β(Ki) Adj-R2 DW

-1.0325 0.6199 *** -0.0342
(-1.51) (9.21) (-0.92)

-3.6855 *** 0.3979 * 0.1296 ***

(-5.12) (2.85) (2.81)

-7.2882 *** 0.1569 ** 0.1647 ***

(-8.17) (2.36) (4.69)

-4.9595 *** 0.2569 *** 0.0894 ***

(-7.95) (4.36) (3.43)

-3.3851 *** 0.4322 *** 0.0226
(-4.22) (6.43) (0.65)

-5.2131 *** 0.3733 *** 0.1417 ***

(-9.08) (5.72) (4.07)

-3.3465 *** 0.4788 *** 0.0447
(-3.51) (5.54) (0.84)

-4.9537 *** 0.4019 ** 0.1089 **

(-6.06) (2.17) (2.52)

-3.7607 *** 0.2372 *** 0.09508 ***

(-8.53) (4.01) (4.22)

-5.2212 *** 0.3096 *** 0.0901 ***

(-7.07) (5.48) (3.17)
(全国) 0.996 1.25

0.996 1.41

0.988 1.26

1.47

0.997 2.01

0.994 1.89

沖縄

0.996 1.55

0.997 1.82

0.997 1.73

0.994 1.82

0.993近畿

中国

四国

九州

北海道

東北

関東

中部

表 5.4.1 労働生産性の推計結果（一次同次を仮定しない場合） 

 

推計結果を見ると、関東地方が最も上昇率が高く(0.164%)、次いで中国(0.141%)、東

北地方(0.129%)が高いことが読み取れる。情報資本が他の投入要素と代替していること

によって 労働生産性が上昇しているだけでなく、情報資本そのものが労働生産性を押

し上げているということが分かる。 

 

４．５ 生産面における地域格差のまとめ 

 以上のように、生産関数を用いて情報化の生産面の影響を分析した。地域別で比較す
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ると、情報化による労働生産性の上昇、さらに情報関連設備への代替は地首都圏（関東

地域）において顕著である。これは、地方圏と比較して積極的な情報化投資が行われて

きたためであるといえる。しかし、情報資本の限界生産性という観点から見ると むし

ろ地方圏の方が高い限界生産性を見せており、生産性上昇効果のポテンシャルという意

味では、地方圏の方がより高いということができる。 

また同時に考慮しなければならない点は、労働生産性(Y/LH)の向上という場合 生産

量(Y)の増加と労働力(LH)の低下という 2 つの可能性が考えられることである。3 節に

おける設備の情報化要因の寄与分解においても、情報関連設備への代替によって既存の

労働者による生産効率が高まっている（Yが上昇している）のか、または労働と完全に

代替し、結果として労働投入量を低下させている（LHが低下している）のか、どちら

を意味しているのかが不明瞭である。そこで次章においては、雇用面に関して、情報化

による労働需要の変化に焦点を当てて分析を行う。 

 

６．雇用面から見た地域格差 

６．１ 雇用削減効果の分析 

まず、情報化による雇用削減の効果について分析を行った。雇用者数（L）を、生産

量（Y）と労働コストと情報資本コストの相対価格（w／rIT）、前期の雇用者数（L-1）

によって説明する労働需要関数を導出し、推計を行った9。生産量が増大すればその分

企業の労働需要は増し、また 情報資本コストに比べ労働コストが高ければ、企業は費

用を最小化するために情報資本の導入を行い、その分労働需要は減少する。このことか

ら考えて、推計結果において想定される符号条件は αが正、βが負となる。 

                                                 
9 導出方法に関しては補論を参照。 
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（推計期間：1976年～2000年） 

（L：労働者数 Y：生産量 w：雇用者所得 rIT：情報資本コスト Pi：電子機械デフレータ P：GDP

デフレータ rf：国債利回 δ：減価償却率 ｔ：法人税率 Z：減価償却費の現在価値 T：耐用年数） 

C α(生産量要因) β(情報化要因) γ(一期前要因) Adj-R2 DW

-1.1684 0.3176 *** -0.0840 *** 0.8164 ***

(-1.27) (8.20) (-7.81) (13.33)

1.5043 0.1150 ** -0.0311* 0.8091 ***

(0.83) (2.32) -1.939374 (7.42)

1.2847 0.1085 *** -0.0168 *** 0.8222 ***

(1.66) (8.20) (-3.37) (13.79)

3.3751 *** 0.0628 ** 0.0111 0.7031 ***

(4.02) (2.41) (1.23) 11.2791

0.3170 0.1389 *** -0.0296 *** 0.8577 ***

(0.31) (8.25) (-4.43) (11.91)

-0.5491 0.0641 *** -0.0183 ** 0.9847 ***

(-0.26) (2.88) (-2.23) (7.12)

0.4481 0.1883 *** -0.04921 *** 0.8134 ***

(0.32) (5.18) (-5.12) (8.92)

3.4907 * 0.1061 ** -0.0147 0.6757 ***

(1.86) (2.10) (-1.01) (5.49)

5.1250 *** 0.1113 * -0.0435 ** 0.4322 **

(3.37) (2.05) (2.24) (2.49)

-0.1688 0.1048 *** -0.0276 *** 0.9240 ***

(-0.20) (10.68) (-6.01) (17.58)
(全国) 0.999 1.61

0.979 2.11

0.996 1.93沖縄

1.58

0.979 1.27

0.917 1.88

0.997

0.988 1.56

0.973 1.26

0.999 1.43

0.996 1.26

近畿

中国

四国

九州

北海道

東北

関東

中部

表 6.1.1 労働需要関数の推計結果 

推計結果を見ると、情報化による雇用削減効果に関しては、北海道や四国・沖縄にお

いて高く、逆に関東地域においては低い効用を示していることが分かる。前章で分析し

た生産面においては、地方圏より首都圏の生産性上昇効果が高かったが、雇用の削減と

いう面においては、首都圏よりむしろ地方圏において その効果が大きいことが分かる。

このことは、地方圏においては情報化による雇用の代替を通したリストラクチャリング

の余地があるということを示しており、先で述べたように 地方圏は首都圏に比べ情報

資本ストック比率が低く、情報化が不十分であるということを裏付ける結果となった。 
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６．２ 雇用創出効果の分析 

 情報化の進展は、前節で述べたような 労働を代替する効果を持つ一方、情報関連産

業の発展を促進し、新たな雇用を創出するという背反した効果をも持っていると考えら

れる。そこで前節で推計した労働需要関数の結果を用いて、生産量上昇要因による雇用

増加、および情報化要因による雇用削減に関して、80年代・90年代の各地域（推計結

果が有意であった 7地域）において実際にどれだけの労働者の変動があったのかを算出

した。具体的には、それぞれの期間における各説明変数の平均をとることで 実際に変

動した値をとり、それに各説明変数の影響度を示す各変数のパラメータを掛け合わせた。 

雇用削減効果 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 沖縄

1980～1989年 -131.81 -68.99 -225.32 -181.05 -38.13 -45.32 -22.40
1990～1999年 -345.97 -197.57 -719.78 -508.51 -104.77 -127.37 -67.70

雇用創出効果

1980～1989年 332.76 175.89 1089.31 577.00 87.93 121.74 19.99
1990～1999年 448.85 242.63 1603.33 814.17 114.35 164.79 28.65

表 6.2.1 各地域の労働増減の規模（単位：万人） 

 

この結果を見ると、いずれの地域においても 特に 90年代において雇用削減・創出の

両方の効果が強く出ている。しかしこの雇用創出効果は生産量の増加によるものであり、

両者の単純な比較はできない。雇用創出効果のなかで情報化による雇用創出がどれほど

寄与しているのかはまだ明確でないので、それを求める必要がある。そこで、5章 1節

において推計を行った(2)式の結果を用いて、生産量上昇の要因分析を行った。その上

で、生産量上昇に対する情報資本装備率の寄与度を求め、情報資本装備率による雇用創

出効果を算出した。以下のグラフは、生産関数・雇用関数の両者においてそれぞれ有意

な結果が得られた 4 地域において 80 年代と 90 年代における情報化に伴う雇用削減効

果、および雇用創出効果について比較したものである。 
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図6.2.2 情報化の雇用削減・創出効果(80年代）
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図6.2.3 情報化の雇用削減・創出効果(90年代）
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それぞれの年代における両者の効果を比較すると、80年代に関しては 雇用創出効果

と雇用削減効果はそれぞれ 50万から 200万人程度に留まっており、両者の差は首都圏

においてほぼ同等、地方圏においては後者が僅かに上回っている。それに対して 90年

代に関しては、両効果は 400万から 1300万人程度の規模にまで拡大している。さらに、

雇用創出効果が 80年代に比べ拡大しており、全地域において雇用削減効果を上回って

いる。これは 90年代に入ってからのインターネット・パソコンの急激な普及に伴う、

情報関連産業の著しい発展に起因するものであると考えられる。 

また地域別に見ると、地方圏にくらべ首都圏の方が雇用創出効果の伸びが大きく、情

報関連産業は首都圏を中心に発展していることが分かる。実際、他国の例を見てもハイ

テク関連企業は より情報の集約しやすい都市部に集中する傾向があるが、この分析に

よって「情報化の進展は（首都圏への情報関連産業の集中を通して）労働力の集中を促

す」ことが実証されたといってよいだろう。 

 

６．３ 雇用面における地域格差のまとめ 

前章において、情報化による生産性の増大については 首都圏の方が高いことが導か

れたが、労働需要の減少度合いにおいては、首都圏よりむしろ地方圏において影響が大
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きいことが分かった。首都圏においては「情報化では代替できない（＝需要が変化しな

い）労働力」が多く存在するということが考えられる。実際に財やサービスに付加価値

を与えるものは、経理や事務など（＝情報化によって代替できる労働）ではなく、人間

が持つ技術や創造性によるものが大きいということは十分考えられることである。 

また、情報関連産業の発展に伴う雇用創出の度合いに関しては、地方圏より首都圏の

方が高いことが判明した。情報関連産業は、先行研究などにも挙げられるように首都圏

に集中する傾向があり、それによって労働者（＝人口）が増加するということは以前か

ら言われつづけてきたが、この現象が計量的に実証された。 

 

７．結論・政策提言 

 

上記のように、生産面・雇用面から 情報化効用の地域格差について分析を行ってき

た。そこから得られた事実をもとに、今後 情報化がどのように行われていくべきなの

か、その為に政府はどのような政策を取ることができるのかという考察を行っていく。 

情報化による生産性の向上は首都圏が大きいが、雇用削減効果は地方圏の方が大きい

ことが分かった。そして首都圏においては雇用削減効果は地方に比べ低いが、労働生産

性上昇効果は高いことが分かる。これは、首都圏において設備の情報化は労働需要の減

少効果は少ないが、直接生産量の増加に寄与しているということである。このことは、

情報化によって完全に代替でき、雇用削減に繋がる労働は地方に比べ少ないが、情報化

によって効率化でき、生産性の上昇に繋がる労働が多いということを示していると考え

られる。また首都圏では情報化で完全には代替できない労働が地方に比べ多く存在し、

それが首都圏における生産性、成長の源泉となっているとも考えられる。 

このことから、以下のような関係性が考えられる。 
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労働生産性　　　　の増加
LH
Y

生産量 Y の増加

労働投入量 　LH の減少首都圏＞地方圏

首都圏＞地方圏

地方圏＞首都圏

→労働力の生産効率を上昇させる情報化

→労働と代替的な情報化

労働生産性　　　　の増加
LH
Y

生産量 Y の増加

労働投入量 　LH の減少首都圏＞地方圏

首都圏＞地方圏

地方圏＞首都圏

労働生産性　　　　の増加
LH
Y

労働生産性　　　　の増加
LH
Y

生産量 Y の増加

労働投入量 　LH の減少首都圏＞地方圏

首都圏＞地方圏

地方圏＞首都圏

→労働力の生産効率を上昇させる情報化

→労働と代替的な情報化

図 7.1 地方圏と首都圏における情報化 

 

5章において労働生産性（Y／LH）の増加に関する分析を行い、その効果は首都圏にお

いて顕著であることが分かった。そして 6 章において労働投入量（LH）の減少に関す

る分析を行い、地方圏においてその効果が大きいことが分かった。そこから、純粋な生

産量（Y）の増加は首都圏において大きい効果をもたらすと考えられる。 

以上を踏まえ、首都圏と地方圏においては、情報化がもたらす経済効果に関して性質

が異なり、情報化による経済効果には「段階」が存在するということができる。すなわ

ち第一段階においては パソコンの導入によって、それまで手作業で行われていた事務

作業量が減少し、結果として人員削減につながるといったように雇用の削減効果が主立

って見られる。そして第二段階においては より高性能なパソコンの導入によって、労

働者のパソコンの使用に関わる仕事の効率が向上する既存労働者の生産性の上昇効果

が見られるといったように 既存の労働者の生産性の上昇効果が顕著になる、といった

ような性質の違いが考えられる。 

このような性質の違いのため、各地域におけるより効果的な情報化を進めるにあたっ

ての方針も異なってくる。労働資源の最適配分、サプライサイドの構造改革という意味

では 地方圏における情報化は積極的に推し進められるべきであるといえるだろう。し

かしこの不況下で、単純に雇用削減を目的とするのには問題がある。経済機能の分散化

をもたらすと考えられてきた情報化が、逆に地域経済に深刻な打撃を与えてしまう恐れ

もある。それを防ぐためにも、同時に生じる失業者への雇用対策、セーフティネットの
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十分な整備が必要となる。 

首都圏においては、単なる「箱物」的な情報化ではなく、既存労働者の生産性をより

向上させるような形での情報化を進めるべきである。例えば ITインフラにおいて、よ

り高性能なテクノロジー（ADSL→光ファイバーなど）への代替支援などの政策が考え

られるだろう。また、高い技術を持ち、高性能なコンピュータなどを製作するハイテク

企業への研究開発支援なども有効であろう。 

また、地方圏・首都圏を問わず重要となるのが、IT スキルを中心にした教育機会の

提供である。地方圏においては 増加する失業者に対し、情報関連産業を中心とした再

就職の支援としての効果が期待できる。首都圏においては 労働者の ITスキルをさらに

上昇させ、より生産効率を高めるという効果が期待できる。 

そして同時に着目すべきは、情報化による雇用創出効果である。地方における情報化

に伴う雇用削減の受け皿として、地方圏を中心としたハイテク企業への支援や、情報特

区構想などが重要な意味を持つことになる。また首都圏においては、高い雇用創出効果

に伴う労働力の集積は今後も続くと考えられる。そのため、長期的には集積に伴うデメ

リットを解消させる方策も必要となるであろう。 

 

一口に情報化の経済効果と言っても、地域の特性によってその主なメリットは異なり、

また様々なデメリットが存在する。それらの情報化を取り巻く議論を正しく認識した上

で、情報化そのもの、またはそれに付随する政策を提示していく必要があるといえるだ

ろう。 

 

以上 
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９．補論 

5章で使用した雇用関数は一般的なものを用いている。投入される 3要素を労働、一般

資本、情報関連資本とした上で、生産関数からこれと相対にある費用関数を導出する。 

),,( ITnonIT KKLfY =                

ITITnonITnonIT KrKrwLC ++=                

（L：労働、rnonIT：一般資本価格 rIT：情報資本価格 w：賃金） 

 

 この費用関数について、任意の生産レベルにおける費用最小化問題を解いて、労働に

関する生産要素関数を求める。これを定式化すれば 

 

ITITnonITnonIT KrKrwLCMin ++=              

γβα
ITnonIT KKALYts =..                 

ラグランジェの未定乗数法を用いて解くと、 

][ 1 γβααλ KKALw −−= 11 ITnonIT

33

              

][ 1
22

γβαβλ ITnonIT KKALw −−=               

][ 1−−= γβαγλ ITnonIT KKALw               

ITnonITITo KrrK )/)(/( γβ=               

LrwK ITIT )/)(/( αγ=                

γβγβγβα αγαβ )/()/()/()/( ITnonIT rwrwALY ++=   

 したがって労働需要式は 

dc
IT

b
nonIT YrwrwaL )/()/(=            
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となる。両辺の対数をとって、 

dYrwcrwbaL ln)/ln()/ln(ln +++= ITnonIT    

が得られる。また一般資本と労働の関係を固定的（KnonIT/L=g）と見て、上記の費用関

数と制約条件の式を整理すると次のようになる。 

ITIT KrLwCMin ++= )/1( αβ          

γβαβ
ITKLAgYts +=..              

ここから求められる労働需要式は 

''

)/(' cb
IT YrwaL =               

となる。両辺の対数をとって、 

YcrwbaL IT ln)/ln(ln ''' ++=         

この雇用関数では情報資本・労働の直接の代替効果と情報資本・一般資本の代替を介し

た労働代替の効果が係数に合成されている。この雇用関数に雇用調整式 

 

)ln(lnlnln 11 −
∗

− −=− LLLL φ    （L*：最適労働投入量） 

を加えると 

  ln     1
'''''' )1(ln)/ln( −−+++= LYcrwbaL IT φ

が導かれるとともに、雇用調整係数φが求められる。 
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